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第 66 回総合資源エネルギー調査会基本政策分科会 

 

日時 令和６年 12 月３日（火）14：30～17：07 

場所 経済産業省 本館 17 階 国際会議室（ｔｅａｍｓとの併用） 

 

１．開会 

 

○隅分科会長 

 それでは皆様、定刻となりましたので、総合資源エネルギー調査会基本政策分科会をただ

いまより開催いたします。 

 今日の分科会も、対面の方とオンラインの方で参加されておられます。また、今日も議事

の公開はＹｏｕＴｕｂｅの経産省チャンネルで生放送とさせていただきます。 

 ２時間半という長時間を予定しておりますけども、どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、開催に当たりまして、村瀬長官より一言ご挨拶をお願いいたします。 

○村瀬資源エネルギー庁長官 

 本日も、ご多忙な中ご参集いただきまして、誠にありがとうございます。 

 本日で 12 回目を迎えまして、これまで様々な議論を深めていただきましたけれども、今

回は、2040 年のエネルギーミックスに向けた検討ということで、シナリオ分析についてご

検討を深めていただく会になってございます。複数の専門機関の方々にも今回ご参集いた

だきまして、ヒアリングをさせていただきたいというふうに考えてございます。誠にありが

とうございます。 

 その上で、本日はエネルギー基本計画の骨格（案）についてもご議論いただくということ

になってございます。これまでの議論にもありましたように、エネルギーをめぐる状況とい

うものは非常に不確実性が高まっていると。安全保障上の状況、それから地政学的な状況も

ますます混迷を極めているという状況の中で、2050 年エネルギーのカーボンニュートラル

化に向けた動き、それからＧＸ・ＤＸの動きについても非常に不確実性が高い中で、しっか

りとしたエネルギーミックスを示していくことは非常に重要だと思ってございます。その

しっかりとしたという中には、不確実性の中で、柔軟性が高く、そして対応力の高いミック

スに今回はしていく必要があるというふうに考えてございますので、本日もご議論のほど

よろしくお願い申し上げます。 

○隅分科会長 

 村瀬長官、どうもありがとうございました。 

 プレスの皆様は、ここでご退席とさせてください。 

 

２．議題 

 関係機関からのヒアリング 
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○隅分科会長 

 それでは、議事に入ります。 

 本日は、次期エネルギー基本計画の策定に向けた本分科会での議論を深めるため、関係機

関からヒアリングを実施したいと考えております。また、事務局より、次期エネルギー基本

計画の策定に向け、骨格（案）も示しております。 

 今回プレゼンテーションいただきますのは、国立環境研究所から日比野様、地球環境産業

技術研究機構（ＲＩＴＥ）から秋元様、地球環境戦略研究機関（ＩＧＥＳ）から栗山様、デ

ロイトトーマツコンサルティングから濵﨑様、日本エネルギー経済研究所から松尾様、マッ

キンゼー・アンド・カンパニーから和田様でございます。皆様、今日は大変お忙しいところ

お集まりいただきまして誠にありがとうございます。 

 それでは、まずは事務局から各社への依頼内容を説明した後、各社からプレゼンをいただ

きます。その後で、まず各社同士でのご質問、ご回答、この時間を設けさせていただいてお

ります。そして、その次に、委員の皆様よりご質問をいただきますけれども、大体、委員の

皆様７人程度ご質問をいただくごとに、各社の皆様からご回答をいただくという進行で進

めさせていただきます。 

 各社のご説明は、進行上の都合から、恐縮ながら７分程度とさせていただいておりますの

で、６分経過したところでベルにてお知らせいたします。 

 また、ご説明の際に、資料につきましては、スライド番号をお伝えの上、ご説明をお願い

します。ご説明の順番は、今ご紹介した順番でやらせていただきます。 

 では、最初に事務局から、各社へ依頼した内容及び次期エネルギー基本計画の骨格（案）

について、まず説明から入ってまいります。 

 それでは、畠山次長、お願いいたします。 

○畠山資源エネルギー庁次長 

 ありがとうございます。 

 それでは、資料１をご覧いただければと思います。 

 まず、右下２ページでございます。2040 年度エネルギーミックスに向けた検討の方向性

でございます。 

 少し背景の状況を書いてございますけれども、最初の黒ポツのところですけれども、ウク

ライナ侵攻、それから化石燃料開発への投資減退などによって、今後も量・価格両面で化石

燃料の供給が大きく変動する可能性、リスクがあるということでございます。 

 ２番目、気候変動対策は、実際、目標と現実の乖離が大きくなる傾向が出てきておりまし

て、脱炭素に関する各国の動向にも変化が見られるところでございます。 

 三つ目の丸、世界におきましては、2050 年ネットゼロ実現に向けて、さらなるイノベー

ションが不可避な状況でございまして、今後の技術開発に対する期待が高まっているとこ

ろでございます。 
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 四つ目の丸、ＩＥＡでございますけれども、今年 10 月に公表した「Ｗｏｒｌｄ Ｅｎｅ

ｒｇｙ Ｏｕｔｌｏｏｋ２０２４」においても、「将来のエネルギー需給の姿に対して単一

の見解を持つことは困難」と指摘をいただいております。 

 こうした中、五つ目でございますけれども、様々な不確実性が存在することを念頭に、エ

ネルギー需給について、複数のシナリオを用いた幅のある内容とすることとしたいという

方向性を示させていただいております。 

 次、３ページでございます。今日おいでいただいている専門機関への依頼内容でございま

す。 

 まずもって、本日ご出席をいただいております専門機関の皆様、分析を行っていただいた

ことに御礼を申し上げたいと思います。ありがとうございます。 

 その上で、どういう依頼をしていたかということが、そこにまとめてございますけれども、

各機関のシナリオ分析結果、これを比較・検証可能なものとするため、以下の６点について

要請をしております。 

 一つは、まず中環審・産構審合同会合での議論を踏まえ、2030 年度 46％削減と 2050 年ネ

ットゼロを直線的に削減が進んだケースを分析に含めること。これを一つお願いしており

ます。 

 二つ目、できる限りＳ＋３Ｅが確保された水準とすること。 

 ３番目、経済活動量を過度に損なわないこと。 

 四つ目、諸元の設定につきましては、政府の審議会等における議論と整合的な水準とする

こと。 

 ５番目として、脱炭素化に伴う社会全体のコストを最小化する観点から、再生可能エネル

ギー、水素等、ＣＣＳの技術・コストなどに着目したものとしていただきたいこと。なお、

各分野の技術開発が期待されたほど進まず、コスト低減が十分に進まない場合についても、

可能であれば分析をしていただきたいということでお願いをしてございます。 

 その上で、⑥ですけれども、分析対象は温室効果ガス排出全体であること、それから国際

的なエネルギー価格差を踏まえた分析等をしていただくこと。 

 こういったことをお願いしてございます。 

 右下４ページでございます。これは、先ほど触れた中環審・産構審で 11 月 25 日に示され

た資料でございまして、右下をご覧いただきますと、2050 年ネットゼロ実現に向けた我が

国の明確な経路として、直線的な経路を軸に検討を進めることでどうかということで議論

が進んでおります。 

 右下５ページでございます。足元の削減は、オントラックということで進んでいるんです

けれども、その中身を少し分析してみますと、最終エネルギー消費量、これが減っていると

いうことであるんですけれども、実は 2013 年度から 22 年度のおおよそ 10 年間で約 5,700

万ｋＬ最終エネルギー消費は減っているんですけれども、そのうちの４割を超える 2,500 万

ｋＬについては、活動量が低下をしてきたことが要因だということで分析がされておりま
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す。 

 少し飛んで、右下７ページをご覧ください。カーボンニュートラルに向けた排出削減と経

済成長を共に実現する上では、①、②とありますけれども、海外との相対的なエネルギー格

差を縮小させること、②として、日本の高付加価値製品による海外市場開拓を加速すること、

こういうことが必要かというふうに考えております。 

 その上で、８ページ、複数シナリオの考え方でございますけれども、2040 年度のエネル

ギー需給の絵姿は、必然的に技術革新の進展に大きく影響を受けることになりますので、そ

の意味で、供給側を中心として、主として再エネ、水素等、ＣＣＳに着目して、技術進展の

水準に着目して、以下のシナリオを設定しております。以下、①、②、③、④、⑤と下にあ

りますけれども、再エネが進んだケース、③番、水素・新燃料が、コスト差が進んだケース、

④、ＣＣＳ活用が進んだケース、それから、それらが全て進んだケース、①ですね。それか

ら、それとは異なるものとして、⑤として、技術革新、技術のコスト低減が十分に進まなか

ったケース、こういったケースもシナリオに加えるということでやっております。 

 ９ページでございますけれども、重要となる視点でございますけれども、下、①、②、③

とありますけれども、脱炭素を進めつつ最大限の経済成長を目指すこと、それからエネルギ

ー需給全体のコスト最適化を図ること、それから海外との相対的なエネルギーコストの比

較も行うこと、こうした点と整合的なシナリオ分析を活用して検討していこうと。こういう

ことで考えております。 

 それから、資料２をご覧ください。これが次期エネルギー基本計画の骨格でございます。 

 やや目次的なものになっておりますけれども、概略だけ申し上げますと、まず福島第一原

発事故後の歩みについて、しっかり、まずまとめたいと思っております。 

 それから、前回のエネルギー基本計画からの状況変化。 

 その上で、Ⅲとして、エネルギー政策の基本的視点。 

 Ⅳとして、政策の方向性で、需要側、それから脱炭素電源の拡大ということで、再エネで

すとか、原子力ですとか、火力発電の脱炭素化。それから、４．として、次世代エネルギー

の確保として、水素、アンモニア、合成メタンなど。それから化石資源の確保、ＣＣＵＳ、

重要鉱物の確保など。 

 それから、Ⅴとして、イノベーションがやはり必要でございますので、イノベーションに

ついて触れるとともに、最後、Ⅵ．で国民各層とのコミュニケーションについて触れると。 

 こういうことで、まとめていきたいというふうに思っているところでございます。 

 私からは以上でございます。 

○隅分科会長 

 畠山次長、ありがとうございました。 

 それでは、ここからヒアリングに入ってまいります。 

 先ほど申し上げました７分程度で、ひとつよろしくお願いいたします。 

 それでは、まず国立環境研究所の日比野様よりお願いをいたします。 
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○国立環境研究所日比野研究連携コーディネーター 

 それでは、国立環境研究所の日比野のほうから、我々のチームが分析した結果についてご

紹介させていただきます。 

 めくっていただき、１ページ目は、ちょっと「はじめに」なのでスキップさせていただい

て、２ページ目をご覧ください。こちらは今回の分析に用いたモデルの構成になっておりま

す。 

 まず、前提とするＧＤＰや人口を基に、一般均衡モデルのほうで経済のバランスを考えつ

つ、マクロフレームを設定いたしました。その作りましたマクロフレームを所与として、②

の技術選択モデルを動かしております。技術選択モデルにつきましては、活動量を外生的に

付与しまして、内生的に資本費や運用費、エネルギー・炭素費用など、経済合理性に基づく

技術選択の下、技術選択を決定して、その結果として、電力需要やその他のエネルギーを計

算するロジックになっております。 

 こちらのモデル、１年単位での計算になっておりまして、今、電気の問題になりますと、

やはり１時間単位の需給バランスというところを確認する必要があろうかというところが

ありますので、技術選択モデルで計算した結果を電源計画モデルのほうに引き渡し、ただ、

年単位のものでありますので、時間単位、地域単位に展開したものを渡して、電源モデルの

ほうで時間単位の需給バランスを見ているところでございます。その時間単位のバランス

を見る中では、再生可能エネルギーの解列とか蓄電池、また系統をどの程度増強しなければ

いけないかというところも併せて分析をしているところであります。 

 最終、電源計画モデルから出た電力需要量、それをもう一回技術選択モデルのほうに戻し

まして、その出た結果に基づいて、日本全体のエネルギー消費量、エネルギー起源のＣＯ２

排出量を推計するところでございます。このモデルと並行して、エネルギー起源ＣＯ２以外

のガスについても、技術選択モデルと同じフレーム、ただ、こちらは価格に基づく技術選択

というよりは、外生的に各種対策導入のシナリオを与えて、それに基づく計算をしていると

ころでございます。 

 技術選択を内生的にと申し上げましたが、なかなか技術効率とか活動量の低減の辺り、必

ずしも価格で動かないものもございますので、そういうのは外生的に与えているところも

ありますが、その辺について、何が内生で何が外生かについては参考資料のほうでお示しし

ておりますので、時間のあるときにご覧いただければと思います。 

 続きまして、今回の分析でどのようなシナリオを前提としたかというのを３ページにお

示ししております。 

 まず色を見ていただくと、赤いところと青いところがございます。赤いところは技術進展

シナリオと呼んでいるところでありますが、こちら、ＮＤＣは 2030 年で達成できるのです

が、その 2030 年までというのは、それほど大きな革新技術の導入を見込んでおりません。

その延長線上でいったらというようなケースを一つやっております。結果として、これはネ

ットゼロには届かないという結果を後でお見せすることになるのですが、こうしたケース
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を一つやっております。 

 それと並行して、2030 年以降、革新的技術の普及が進んだら、さらにその上に幾つかの

社会変容、中身については後ほどご説明いたしますが、そういったものを想定して行ったシ

ナリオを分析しております。 

 そこに書いてありますように、①から③までのケース設定をしておりまして、①は、再生

可能エネルギーは相対的に低位であり、ＣＣＵＳも低位であると。結果として、残る水素・

新燃料がほかよりも多く入っているというケースになります。 

 ②につきましては、再生可能エネルギーが低位であり、ＣＣＵＳが高位であって、結果と

して水素も相対的には低位なシナリオになっております。 

 ③については、再生可能エネルギーが高位になっております。 

 その下の表の中に、違うところを赤で見せておりますけれど、一つ自給率、新燃料をどの

程度国内で作るかというところがあるのですが、再生可能エネルギーを高位にするケース

においては、自給率をやや高めな設定をしているところでございます。あとは、名前のとお

りでございますので、時間もありませんので、数字を追いかけることはスキップさせていた

だきます。 

 ４ページ目に、今回の想定を行ったシナリオを示しておりますけど、ちょっとご留意いた

だきたいのは、こちらは社会変容を行う前のシナリオでありまして、具体的に社会変容にど

ういう想定を置いたかというのを５ページ目にお示ししておりますが、基本、ＤＸとサーキ

ュラーエコノミー、こういったことによって、素材生産の需要がサービスを損なわない状態

で低減していたり、移動、衣類、食物、そういったものの低減を見込んでいるようなシナリ

オになっております。数字を見ていただきますと、少ないもので２～３％から 30％ぐらい

までの幅を持ってサービスの低減を見込んでいるものでございます。 

 ６ページ以降に、今回の分析に伴う結果を示しております。６ページ目、左側がエネルギ

ー起源ＣＯ２で、右側が温室効果ガスで、堅調に低減できているところがご覧いただけるか

と思います。 

 ７ページ目に、排出経路で、今回直線で低減したケースということでありますので、①か

ら③のケースについては、ほぼ直線で低減するような結果になっております。 

 ここから、いろいろな切り口でのエネルギー消費量についてご説明させていただきます

が、まず最終エネルギー消費量です。 

 技術進展ケースはＮＤＣの延長で、革新的技術を見込まないケースでありますけど、40

年、50 年、結構、赤やオレンジ、黄色という化石燃料が残存しているところでございます。

2050 年ネットゼロを実現するためには、やはり、対策をしない化石燃料が残り続けている

というのはネットゼロ実現が難しいものがありますので、その部分について、かなり新燃料

が入っている濃い青色のところが合成燃料であったり、青が水素だったりするところでご

ざいます。あと、ちょっとバランス的に分かりにくいかもしれないのですが、紫の部分が電

力になりまして、電化率の向上というのも期待されております。 
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 続いて、電力需要量でございます。産業、家庭、業務、運輸といった最終エネルギー消費

部門の電力需要量は、省エネが進展しますけど、やはり電化とかＩＣＴの進展もございます

ので、大きな変化、低減することなく、横ばいぐらいで推移しているところでございます。

加えて、新燃料を国産する分、その分の電力需要が増加するところが見てとれるかと思いま

す。 

 10 ページ目、こちらが発電電力量の構成になっております。20 年の段階では赤い石炭が

残っておりますけど、2040 年にはもう石炭がほぼなくなっている状態でございます。2050

年まで行けば、ほぼ脱炭素電源 100％でなっているところでありますけど、再生可能エネル

ギーだけでは難しく、ＣＣＵＳや水素、火力発電といったものも導入されているところでご

ざいます。 

 11 ページ目が、洋上風力と太陽光発電の導入量でありますが、こちらはスキップさせて

いただいて、12 ページ目に、電源モデルのほうで、蓄電のコスト、また系統増強をどの程

度するかというのが、結構、結果に大きく影響を及ぼすところでありますので、蓄電のコス

トや系統の増強量について感度分析を行ったところで、若干当たり前の結果になっており

ますけど、蓄電池が安ければたくさん入るし、系統増強が十分に進むのであれば、その分、

蓄電の需要は抑えることができるというような結果になっているところでございます。 

 13 ページ目には、こちらは新燃料の需要量でありますけど、40 年まではそれほど大きく

ないのですけど、40 年以降、かなり需要が産業部門や発電部門で大きく伸びるところが見

てとれるかと思います。 

 14 ページ目がＣＣＵＳでありまして、こちらも 40 年まではそれほどではありませんが、

2050 年に向けて、かなり増えているところでございます。 

 15 ページ目に投資額と維持管理費と輸入額を載せておりますけど、正直、ケースによっ

て大きな違いがないというようなこと、とは言え、違いは兆円単位ですが、技術の不確実性

を考えると、大きな差異にはなっていないというところでございます。 

 16 ページ目、最後にまとめがございますけど、繰り返し述べさせていただくとすると、

発電電力量について、40 年までは再生可能エネルギーの進展と石炭フェーズアウトをしっ

かりやり、40 年以降にさらなる革新的技術のＣＣＵＳや新燃料火力の大規模展開が必要で

あろうというところで、40 年までに新燃料とＣＣＵＳ、その後の大規模展開を狙って、早

期実現に向けた、しっかりインフラ整備を行うとか、貯留地確保といった整備をしっかり行

っていく必要があろうかというところを書かせていただいております。 

 以上です。 

○隅分科会長 

 日比野様、ありがとうございました。 

 それでは、続きまして、ＲＩＴＥの秋元様、お願いいたします。 

○地球環境産業技術研究機構秋元グループリーダー・主席研究員 

 ＲＩＴＥの秋元です。 
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 それでは、説明させていただきます。 

 めくっていただいて、まず３ページ目でございます。分析・評価のスキームでございます

が、全体概要でございます。ポイントは、全温室効果ガスについて評価をしているというこ

とでございます。ただ、メインの部分に関しては、ＤＮＥ21＋モデルというエネルギーシス

テムモデルを使って分析しております。 

 めくっていただいて、４ページ目でございます。そのＤＮＥ21＋モデルの概要でございま

す。世界全体を評価対象にしており、評価期間が 2100 年までということでございます。 

 動学的な最適化を行っておりますので、将来の削減コストも考えながら、今の時点、もし

くは 2040 年、どうあるべきかということも含めて最適化がなされているということをご理

解いただければと思います。世界全体を扱っていますが、当然ながら日本は個別に評価して

おりますので、世界と日本の関係性、世界でエネルギー価格が上がって、日本がエネルギー

価格との相対的な価格差みたいなものを評価できるような仕組みになっているということ

でございます。量と価格が同時決定されているということでございますし、エネルギー供給

側とエネルギー需要側の技術も同時に最適化されて、コストが最小化されているというこ

とでございますので、需要側も含めて、エネルギー供給側がどうあるべきか、もしくはエネ

ルギー供給側が変わることによって需要がどう変わるのかということについても、世界全

体を含め、しかも 2100 年までの期間で同時最適化しているということでございます。 

 めくっていただいて、６ページ目でございます。今申し上げた注意事項に関して、全体の

特徴に関しては一番上に書いておりますが、ただ、非常に細かい線形計画モデルですが、そ

れでも線形計画モデルでございますので、あるコスト条件が成立すると極端に振れる場合

はございます。そういうところに関して、例えば現実社会であると意思決定者は複数おりま

すので、そういう面では少しなだらかに進展したり変化することがございますが、線形モデ

ルなので、コスト要件が成立すれば極端に動く可能性はあるというところに関しては、ご理

解いただければと思います。ただ、資本のストック、設備のストックに関しては、寿命等を

考慮していますので、急激にそこが変わるということは起こりにくいと。ただ、急激な変化

が求められるときには、設備があっても、寿命があっても、それを早期に止めて、別の対策

をするということも含めて評価がなされるということでございます。 

 続いて、７ページ目でございますが、ＧＤＰの想定については、内閣府の「成長実現ケー

ス」ベースで分析していますということ。 

 ８ページ目は、ＧＨＧの排出源目標の水準でございますが、ご紹介があったように、2050

年カーボンニュートラルで、2040 年 73％減といった直線削減を想定しています。世界全体

では 1.5℃シナリオ、そして 2030 年は各国ＮＤＣｓ、そして主要先進国に関しては 2050 年

カーボンニュートラルを想定しているということでございます。 

 ９ページ目、シナリオの想定でございます。今回、七つのシナリオについて分析をしてい

ます。ただ、下に書いています極端リスクシナリオの二つに関しては付録に掲載しておりま

すので、時間の関係上、省略させていただきます。 
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 上の五つのシナリオでございますが、2050 年カーボンニュートラルのシナリオが四つで

ございます。成長実現シナリオというのは広範な技術進展を想定したもの、あと、再エネシ

ナリオ、水素系燃料シナリオ、ＣＣＳシナリオということでございます。排出上振れリスク

シナリオというものを分析しておりまして、こちらは、炭素プライスに関しては、後でご紹

介しますが、世界で大体 1.5℃シナリオに相当する炭素プライスは想定するものの、技術進

展が思ったように進展しないというケースの中で、今度は排出量のほうでどう変化するの

かということを見たものでございます。 

 10 ページ目に行っていただいて、分析のフレームでございますが、まずＧＤＰ想定で、

潜在的に実質 1.7％成長が実現するということを想定した上で、エネルギー需要や基礎素材

の生産量等を推計すると。そして、その下でＤＮＥ21＋モデルで、技術モデルでコスト最適

化で評価をすると。そこで出てきたＣＯ２限界削減費用を経済モデルに入れて、今度は鉄鋼

の生産量等が、炭素プライスが高いとき、とりわけ海外との価格差が大きいときに生産量が

下がりやすくなってきますので、そこを経済モデルで計算して、ＤＮＥ21＋に戻して再計算

しているということでございます。そのほか、海外での経済的なメリットについても評価し

ているということでございます。 

 11 ページ目は経済モデルでございますが、飛ばさせていただいて、12 ページ目は海外市

場獲得の経済効果の算定でございます。こちらも飛ばさせていただきます。 

 13 ページ目、排出上振れシナリオについて、もう少しだけご紹介しておきますと、端的

に申し上げますと、繰り返しですが、技術があまり進展しないという想定の下、あと、炭素

価格に関しては国際的な水準感を入れたということで、それが 14 ページ目でございます。

ＲＩＴＥの推計も、ＩＰＣＣのシナリオや、ほか、ＮＧＦＳのシナリオ等から比べると、そ

れほど高い炭素プライスは出していないというふうに理解しています。ただ、日本の炭素プ

ライスでございますので、日本はやっぱりほかの世界よりも削減が難しいので、少し限界削

減費用は高めに出ることが多いということでございますが、ほかの国がそれほど追従し切

れないということになって、炭素プライスを日本だけが上げ過ぎると海外にリーケージが

起きてしまいますので、そういったケースを想定して、少し炭素プライスが低めというか、

1.5℃にはなっているんですが少し低めということで、こちらの推計から引用して分析をし

たということでございます。 

 15 ページ目が、そのシナリオの全体概要でございますが、その中で、原子力の想定、再

エネの想定、ＣＣＳ／ＣＤＲの想定、水素・アンモニア、合成燃料等の想定等々を行ってシ

ナリオを作っています。 

 続いて、あとは飛ばさせていただいて、モデルの前提条件でございますので、ちょっと時

間の関係上、ずっと飛ばさせていただきますが、一応 25 ページ目、少し、多分データセン

ター等の電力需要のところが論点になっているかと思いますので、ここではＪＳＴのグラ

フを載せておりますが、ＪＳＴ、若干高いところを出しておりますので、我々としてはその

中でも低位ぐらいのところをむしろ高位と取っているぐらいで、保守的に少し見込んでい
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るという感覚はあるかと思います。ただ、これでも、データセンターで 100ＴＷｈ、ネット

ワーク需要も 100ＴＷｈぐらいということでございますので、それなりに大きい電力需要に

はなっているということでございます。ただ、一応申し上げておきますと、さらにここに価

格弾性値がかかりますので、日本の相対価格が高ければ、ここの需要も落ちやすくなってく

ると。もしくは、海外との価格差が低ければ、日本にデータセンターがとどまりやすくなる

という効果も含めて、モデルで解いているということでございます。 

 モデル分析結果でございます。29 ページ目へ行っていただきまして、ＣＯ２限界削減費用

でございますが、成長実現シナリオの 2040 年は、日本が 364 ドル、米国等が 290 ドルぐら

いで、価格差はあるわけでございますが、相対的には小さいということでございます。 

 そのほかのシナリオでいきますと、だんだん技術に制約がかかってくるということにな

りますので、価格が上がってくるシナリオもあるということでございます。ただ、排出上振

れシナリオに関しては、先ほど申しましたように、限界削減費用はほかの 1.5℃シナリオの

分析結果から炭素プライスを持ってきていますので、世界共通価格で、若干、成長実現シナ

リオよりも低めのプライスで想定したということでございます。 

 そのときのエネルギーコスト、そして電力費用が 30 ページ目でございます。やはり、成

長実現シナリオでは、比較的技術が広範に普及する、広範にコストが低減するという想定で

ございますので、増分が比較的低めということでございますが、それでもそれなりに上がっ

ているということでございますが、ほかのシナリオになってくると、一部の技術に関して進

展を見込まないと、進展が緩やかだという見込みになると、少しコストがさらに上がるとい

うことでございます。ただ、排出上振れシナリオに関しては、2050 年カーボンニュートラ

ルのピンどめを外していますので、そういう面で見ると、排出上振れシナリオでも、成長実

現シナリオと似たような感じの水準感のコスト増というような結果になっているかと思い

ます。 

 31 ページ目でございますが、生産量・ＧＤＰの低下ということでございます。成長実現

シナリオでいくと、鉄が 5.7％減、化学 5.5％減、輸送機械、自動車でございますが、4.9％

減、ＤＧＰとしては 4.7％減でございますが、率先して環境対策を取るによって、そういっ

た製品が海外に売れるという効果が見込まれますので、下にあるところでいくと、海外市場

獲得効果と書いている部分で、プラス５％程度が見込まれるということで、合計すると、そ

の分打ち消して、むしろベースよりも少し上がるということで、まさに経済と環境の好循環

が実現し得るシナリオになっているということでございます。排出上振れシナリオは、ちょ

っとリスク対応ということで、技術進展があまり進まなかったということでございますが、

このケースでいくと、排出量を少し調整することによって、それほど大きなリスク、経済の

低減につながっていないということでございます。 

 32 ページ目、排出量で見たものでございますが、ほかのシナリオはカーボンニュートラ

ル想定ということでございます。排出上振れシナリオは、ピンどめを外していますので、

2040 年に 56％減、2050 年には 74％減ということでございますが、経済への影響は少し成
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長実現シナリオと近いぐらいということでございます。 

 33 ページ目、一次エネルギー供給量でございますが、まず一次エネルギー供給量として

は、いずれのシナリオも相当下がると。下げなければ実現できないということでもあるわけ

でございます。他方、いろいろなエネルギーを使うということが重要で、水素・アンモニア

の輸入、もしくは合成メタン・合成燃料の輸入もシナリオによっては必要ということでござ

います。 

 34 ページ目、発電電力量でございますが、基本的に、再エネ、太陽光、風力の拡大が重要

で、とりわけ 2040 年に向けては太陽光、そして 2050 年に向けては洋上風力の拡大がよく

見られるということでございます。ただ、ほか、原子力、ＣＣＳ、そして水素、アンモニア

と、そして合成メタンといったようなものも含めて、発電の供給を行うことによってコスト

を抑制できるという結果でございます。 

 35 ページ目、最終エネルギー消費量でございますが、電化を進めるというのが一つでご

ざいますが、電化だけでは対応できないので、水素、アンモニア、合成メタン、そして合成

燃料といったものを組み合わせているということで、これによって費用を最小化している

ということでございます。なお、水素に関しては、主に最終の部分でいきますと、鉄用とい

うところが多いかなというふうに思います。 

 ちょっと、あとは飛ばさせていただきまして、最後、39 ページ目でございますが、電力

需要ということでございます。ベースが 2019 年ぐらいで 900ＴＷｈ余りというベースに対

して、2040 年、多くのシナリオで増大するということでございますが、成長実現シナリオ

では 1,050 余りというぐらいかと思いますし、2050 年になるとさらに上がっているという

ことでございます。ただ、付録につけていますように、低成長シナリオになると横ばいにな

ってしまうという結果もございますので、注意しないといけないということかと思います。 

 最後、まとめさせていただきますが、41 ページ目でございます。今回 1.5℃シナリオと整

合的、そして 2050 年カーボンニュートラルの分析をしたと。電化促進効果、そしてＩＴ需

要の増加といったこともあって、成長実現シナリオでは、2040 年に 1,064ＴＷｈぐらい、

2050 年に 1,211ＴＷｈといったような水準感で、カーボンニュートラルを実現しつつ、経済

と環境の好循環を実現しているということでございます。 

 ただ、いろいろ、やっぱりあらゆる選択肢を追求することは、いずれにしても必要かなと

いうことですし、海外の市場獲得ということは重要だというふうに思います。 

 他方、技術進展がしないという部分でいったりすると、排出上振れシナリオで見られるよ

うに、ＬＮＧを確保しておくというリスクヘッジという手段は、とても重要ではないかとい

うふうなメッセージも出てきているかなというふうに思います。 

 あとは、低成長シナリオをいかに実現しないかというような、政策的な予見性を高めてあ

げるということは、この成長実現シナリオを実現するためには、とても重要かなというふう

に思っています。 

 以上です。ありがとうございました。 
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○隅分科会長 

 秋元様、ありがとうございました。 

 では、続きましてＩＧＥＳの栗山様、お願いいたします。 

○地球環境戦略研究機関栗山リサーチマネージャー 

 ありがとうございます。地球環境戦略研究機関の栗山でございます。 

 私からは、昨年 10 月に公表しましたテクニカルレポートに基づいて、シナリオ分析の概

要を説明させていただきます。 

 ２ページをお願いします。弊機関では、2050 年までにＧＨＧ排出量を直線的に削減する

シナリオに加えまして、早期に削減するシナリオも分析しております。直線的削減シナリオ

につきましては、本日、多くの機関から発表がございまして、我々の結果も本質的な差はご

ざいません。本日の限られた時間では、社会経済構造やルールの変化を通じて成熟度が高い

技術が中心的に構成される早期削減シナリオ、事務局様のシナリオでは下に凸のシナリオ

に近いシナリオについて発表いたします。このシナリオは、国際的な観点からも、日本の経

済成長に貢献し得ると考えております。 

 ３ページをお願いします。社会経済の変化への対応は、経済政策でも重要事項になってお

ります。第四次産業革命、地政学的変化、地域間格差、加速化している少子高齢化など、多

岐にわたる課題に対応していくことが、今後の経済成長の源泉になるということが議論さ

れております。脱炭素の達成という大きな目標を掲げるエネルギー分野におきましても、こ

のような大胆な変化を踏まえた議論が必要であると考えております。 

 ４ページをお願いします。これらの変化を扱うために、弊機関では、トランジション・シ

ナリオのアプローチを採用しております。これは技術費用関数の最適解を求める工学アプ

ローチではなく、ステークホルダーとともに構造変化やニッチな技術、スタートアップの技

術といったものを扱っていく社会科学的なアプローチでございます。特に現状とビジョン

への道筋とのギャップを解消するための分野横断的な施策の議論に貢献できます。 

 ５ページをお願いします。具体的には、定量分析を用いたステークホルダーとの反復的対

話プロセスによって、Ｓ＋３Ｅも考慮しながら、シナリオの各種パラメータを設定しており

ます。電力部門につきましては、詳細なシミュレーションを行っております。経済性評価に

ついては、電力コスト、電力部門における水素コスト、投資額を算定しております。 

 ６ページをお願いします。このプロセスにおきまして、脱炭素社会の実現に向けて積極的

に取り組む企業グループでありますＪＣＬＰ様から、実務的・実践的な知見をいただいてお

ります。 

 ７ページをお願いします。次に、シナリオの概要を説明します。本日は時間の関係上、早

期削減シナリオについて説明します。ＧＨＧ排出量につきまして、2050 年まで、累積ＧＨ

Ｇ排出量が独自に定義しました 1.5℃ベンチマーク以下に収まる経路を想定しております。

社会像につきまして、様々な社会課題に対応すべく、産業や暮らしの変化を織り込んでおり

ます。社会経済構造の変化、省エネ・電化、再エネの詳細につきましては、後ほど説明しま
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す。水素は、再エネで賄い切れないエネルギーを補完すべく、輸入も含めて拡大を想定して

おります。ＣＣＳにつきましては、2035 年以降、最大限利用しております。森林吸収源に

ついては現状維持となっており、また、ＤＡＣＣＳにつきましては、ＧＨＧ排出量が、シナ

リオが目指す水準に収まるように導入されます。また、早期削減シナリオにつきましては、

再エネ導入の一部が輸入水素の拡大に置き換えられるサブシナリオも設定しております。 

 ８ページをお願いいたします。ＧＤＰ想定でございますが、早期削減シナリオでは、日本

経済研究センター「中期経済予測」を参照しており、これは直近 20 年の年平均成長率や民

間エコノミストの予測と整合的な水準でございます。 

 ９ページをお願いします。経済構造につきまして、構造的な変化の影響を分析するため、

産業連関分析を通じてシナリオ化しております。早期削減シナリオでは、ＤＸ、すなわちデ

ジタル化を起点として、マテリアル利用・エネルギー利用の変化など、経済の質的な変化も

取り入れております。 

 10 ページ目をお願いします。対策技術の導入量につきまして、早期削減シナリオにおき

まして、ＤＸを起点とする社会経済の変化と相互作用がありまして、リードタイムが短い技

術の早期かつ大量導入を想定しております。この際に、ストックの入替えや技術成熟度、技

術の費用も考慮してパラメータを設定しております。 

 11 ページをお願いします。ここまでの想定の結果、2040 年の最終エネルギー消費量につ

きまして、早期削減シナリオでは基準年比 38％減となりました。このうち、デジタル化を

起点とする社会経済の変化によって、12％の削減効果があると推計されております。推計結

果としまして、電力需要が得られますので、これに対しては詳細に分析しております。 

 12 ページをお願いします。具体的には、ＯＣＣＴＯも利用します電力系統シミュレーシ

ョンを通じて、上位２系統の送電制約も加味しながら、１時間ごとの需給バランスを分析し

ております。早期削減シナリオでは、Ｖ２Ｇや水素製造など、様々な柔軟性も考慮しており

ます。 

 13 ページをお願いします。電源の設備容量の想定につきまして、早期削減シナリオでは、

ＥＥＺ海域を利用した洋上風力、屋根置き太陽光、営農型太陽光に関わる業界団体の目標値

を上限として、エネルギー需要を満たす範囲で導入されると想定しております。また、2040

年ではガス火力発電の大半が水素を利用することも想定しております。また、サブシナリオ

も分析しておりまして、こちらは洋上風力の導入が相対的に伸びず、ガス火力発電の依存が

高いというような状況も想定しております。 

 14 ページをお願いします。シミュレーションの結果、2040 年の再エネ比率は、早期削減

シナリオでは 72～79％と推計されました。 

 15 ページをお願いします。電力コストにつきまして、電力の平均費用は 2050 年にかけて

上昇する可能性はございますが、その上昇幅は、最大でも現状の変動幅に収まるという結果

が得られております。こちらの傾向につきましては、直線的削減シナリオでも同様でござい

ます。この結果、早期削減シナリオでも大きなコスト増を伴わない方法もあり得るというこ
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とが示唆されております。 

 16 ページをお願いします。一次エネルギー供給量の推計結果については説明を割愛させ

ていただきます。 

 次の 17 ページをお願いします。ＧＨＧ排出量につきまして、早期削減シナリオでは、2040

年 88％程度、2035 年 75％削減となっております。 

 18 ページをお願いします。また、Ｓ＋３Ｅに関するそのほかの結果としまして、早期削

減シナリオでは、エネルギー自給率が 2040 年 42％と高く、ＣＯ２の地下貯留量は年間 50Ｍ

ｔ程度と推計されております。 

 19 ページをお願いします。本日の発表では、時間の関係上、早期削減シナリオを中心に

説明させていただきました。ＤＸを起点とする社会経済の変化とリードタイムが短い削減

技術の大量導入によって、ＧＨＧ排出量が早期に削減されるという結果が得られておりま

す。また、このトランジション・シナリオのアプローチを用いることによって得られた示唆

として、エネルギー政策の影響を受ける各主体が脱炭素を自分事として取り組む意識を持

ち、それを事業機会として捉えることになるということでございます。実際に、今回の分析

に多大な協力をいただきましたＪＣＬＰの加盟企業様は、分析から得られた知見を部分的

に個社の事業活動に活用されておりますし、グループとしての政策提言公表という形につ

ながっております。 

 20 ページ、お願いします。時間の関係上、ここまでとさせていただきます。ご清聴いた

だきありがとうございました。 

○隅分科会長 

 栗山様、ありがとうございました。 

 では、続きまして、デロイトトーマツコンサルティングの濵﨑様、お願いいたします。 

○デロイトトーマツコンサルティング濵﨑マネージングディレクター 

 デロイトトーマツコンサルティング、濵﨑と申します。よろしくお願いいたします。 

 背景等に関しましては、冒頭ご説明があったかと思いますので、５ページ目にまず飛んで

いただければと思っております。この５ページ目のところに、我々の使用するモデルに関し

てご説明を書かせていただいております。まず、左側に書かせていただいておりますように、

我々、電気だけとかガスだけといったような形で個別に評価しているモデルではございま

せんで、エネルギー全部を評価しているモデルでございます。脱炭素ということになります

と、電化だとか水素だとか、そういったことが非常に重要になるかと思いますので、それを

内生的に評価できるモデルになっております。あと、右側に行っていただいて、再エネ、ポ

テンシャルはあるだが、実際にエネルギー大量消費地である都心部へ持ってくることがで

きないということが多々あるかと思います。それは系統容量が十分にないことで生じ、その

ためを我々のモデルでは系統情報を含めております。。 

 次へ行っていただいて、再エネの特徴ですが、こちらで書いておりますように、我々のモ

デルといたしまして、メッシュでＧＩＳの情報を使っております。各メッシュで平均風速だ
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とか、水深はどれぐらいだという情報が入っておりまして、ユニークなデータが入っており

ます。それによって、平均風速で年間どれぐらい発電するんだとか、水深によって、一体そ

こに建てるのにどれぐらい資本費用が要るんだというのが再現できるということですので、

どの地域でどれぐらい発電ができ、系統を反映できていることで、地域的な制約等々を考慮

できているところが我々の特徴的なところかなと思います。 

 ２ページ飛んでいただいて、スライド８でございます。一体どういうシミュレーションを

やったのかということでございますけれども、まず下側のほう、再エネの技術進展シナリオ、

これに関しましては、再エネの価格が国際水準に到達するという前提、水素技術と書いてお

りますけども、特に輸入水素に我々は注目しております。2050 年で 20 円／Ｎｍ３は達成す

るという前提、あとＣＣＳに関しましては、2050 年 2.4 億トン／年間ということは、それ

が達成する場合を進展と言っておりまして、あと、その三つが整った場合、どういう影響が

あるのかというのをやっております。あと、ご参考までに、ＢＡＵという形で、ＣＯ２が 2030

年 46％削減して、その後、なりで行った場合をＢＡＵという形でシミュレーションさせて

いただいております。 

 次、９ページをお願いいたします。ここから３ページ、前提条件を書かせていただいてお

ります。時間の都合がありますので、簡単に、かいつまんでご説明できればなと思います。 

 このページは、先ほど申し上げましたような、再エネの価格というのが進展の場合は国際

水準に低減していくということを書かせていただいております。 

 10 ページ目をお願いいたします。こちらは燃料に関して書かせていただいて、まとめた

ものでございまして、輸入水素、進展の場合に関しましては、2050 年で 20 円／Ｎｍ３まで

下がっていくということを書いております。 

 あと、11 ページ目のほうに、より需要サイドの話を前提に書かせていただいております

が、例えば例として、家庭の電力はどうなるんだとか、エネルギー需要はどうなるんだとい

うことでございますけれども、サービスの需要として、人口が下がっていくと、当然ですけ

どもエネルギーの需要は下がっていくということです。あと、省エネに関しましては、過去

と同じような水準で省エネが進んでいく前提で我々のほうは仮定しております。 

 飛んでいただいて、じゃあ、その結果が何なのかというのが 13 ページ目で、まず電力需

要のご説明をさせてください。全体的な傾向としては、微増の方向にはあるということです

けれども、シナリオ間で多少差があるのが分かるのかなというふうに思います。差があるの

は何かといいますと、水素技術進展のケースが一番低いケースでございますけれども、ケー

スによって、産業部門で電化がどれぐらい進むとか、あと、水素に関して国内で作るのか、

外で作ったのを持ってくるのかによって、電力需要が違うということでございます。細かく

は後ほどご説明させていただきます。 

 次、お願いいたします。14 スライド目に、供給サイドを見ております。電力がどういっ

た構成によって供給されるのかというところで、再エネに関して、現状、大体 2020 年が 20％

プラスアルファ程度再エネということでございますけれども、今後 2040 年に向かってカー
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ボンニュートラルのパス上にある場合において、56～60％というふうなシェアになってい

くと思われます。 

 次、お願いいたします。スライド 15 は、より全体として一次エネルギーがどうなるんだ

ということを書かせていただいております。大きな違いとしましては、この青い部分ですね、

水素が進展した場合、産業技術進展ということで、水素というものの価格、輸入する価格が

ある程度、20 円という、2050 年断面で達成した場合に、かなり水素というのは使われるよ

うな絵姿になっていくのかなということは、こちらで分かるかと思います。 

 次、お願いいたします。16 スライド目に最終エネルギーを書かせていただいております。

こちらに関しましても、先ほどお話しさせていただいたことと同様ですけれども、水素のと

ころで大きな差があるということと、全体的に最終エネルギー消費は下がっていっている

と。ただし、電気に関しましては、基本的には微増だということですね。電化が進んでいる

んだろうなというのが、この絵から分かるのかなというふうに思います。 

 次、お願いします。先ほど水素の話をさせていただいて、水素が安くなってくる、輸入水

素が 20 円という価格になっていった場合、非常に水素というのが多く入ってくるというよ

うな形になるとお話しさせていただきましたが、それはどこで入るのかというのは、真ん中

のところの水素技術の発展を見ていただければ分かると思うんですけれども、下側が、どの

部分で消費されているのか、上側が、どういう水素ですか、国産なんですか、輸入なんです

かということで、濃い緑色のところが輸入水素になります。左右と比較していただければ、

下の部分、産業部分で非常に増えているのが分かるのかなと思います。ですので、産業部門、

Ｈａｒｄ－ｔｏ－Ａｂａｔｅと言われますけれども、その分野において水素をかなり使わ

れるような傾向がある結果になっております。 

 次、お願いいたします。ＣＣＳに注目したものがスライド 18 になります。下側に出てい

るのがＣＣＳをどれぐらいやっているのか、上側が排出でございます。ですので、再エネ技

術進展とＣＣＳのところを見ていただければ分かりますけど、ＣＣＳのポテンシャルを増

やせば増やすほど、ポテンシャルを使っていく。特に、恐らく産業とか火力発電によるＣＯ

２がＣＣＳへ入っていくということで、ＣＣＳはかなり重要だなというのは分かるのかな

と思います。一部、先ほどＨａｒｄ－ｔｏ－Ａｂａｔｅのところで水素を使うという話をし

ましたけど、それでもやはり、どうしても最終的にＣＣＳに頼るというところが残ってくる

という傾向です。 

 19 ページ目に、経済的なものを少し書かせていただいております。19 ページ目のスライ

ドの左側を見ていただければ分かります。こちらが限界発電費用で、右側が限界のＣＯ２の

削減費用です。一番左、限界発電費用に関しましては、右から２番目のところが限界発電費

用のコストですけれども、やはりＣＣＳとか再エネ、水素が安くなることによって限界費用

も下がっていく。限界ＣＯ２削減費用も同様だということです。 

 20 ページ目、こちらで最後のスライドでございます。まとめますと、発電電力量を示す

再エネのシェアというのは 56～60 ぐらいということで、当然、再エネのシェアが高まって
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いくわけですから、再エネを下げていく必要がある。同時に、輸入水素をいかにして安定的

に供給できるのかということが重要、それも安くということで、それによって、Ｈａｒｄ－

ｔｏ－ＡｂａｔｅのところでＣＯ２削減ができるということでございます。あと、ＣＣＳを

使うことによって、産業部門及びＬＮＧ火力発電のところのＣＯ２も下げるということで、

この三つが進むことによって限界費用が下がっていくという傾向があるということでござ

います。 

 すみません、少し延びました。以上でございます。 

○隅分科会長 

 濵﨑様、ありがとうございました。 

 では、続いて、日本エネルギー経済研究所の松尾様、お願いいたします。 

○日本エネルギー経済研究所松尾特別主幹研究員・立命館アジア太平洋大学教授 

 日本エネルギー経済研究所、立命館ＡＰＵ、松尾と申します。よろしくお願いします。 

 皆さん、ちょっと超過していて押しているかもしれませんので、手短に話させていただき

ます。 

 資料のまず１ページ目に、モデルの説明を書いています。これはエネルギーの供給から需

要まで、全体にわたって最適化をするモデルであって、しかも線形計画法なんですが、電力

部門については１時間刻みで行っていると、そういったモデルになっています。モデルの詳

しい話は参考資料についていますのでご覧ください。 

 ちょっと飛んで５ページ目のところに前提条件が書いてありますが、５ページ目のとこ

ろに、水素エネルギーキャリアの輸入ということで、水素と一般的に言っていますが、いろ

んな形で運び得ると考えていまして、水素でもいいんですが、アンモニアですとか合成メタ

ンですとか合成液体燃料、こういったもので、それぞれコストは違うんですけれども、使わ

れ方が違うというようなことで、いろんな運び方を想定しているということで、コストも想

定しています。 

 それから、その次、６ページ目ですかね。原子力についてですが、稼働中の原子炉が、そ

れなりに、廃炉もするんですが、60 年まで延長して、しかもカウントストップということ

が今あると思いますので、それも想定していると。そうすると、大体 2050 年に 32ＧＷぐら

いになるかなと。これを上限として置いているということです。 

 それから、次に、７ページ目に太陽光・風力のコストについて書いてありますけれども、

基本的に、これはコストワーキングに準じて想定していますが、幅を持って想定しています。

ですので、設備利用率ですとか立地に応じてコストが変わってきますので、安いところから

順々に入っていって、だんだん高くなってくると。それから、さらに統合コスト的なものも

それに加わってくるというようなことで、経済性を想定しているところです。 

 ８ページ目に書いてある考えに従って導入ポテンシャルを置いていますが、基本的には、

ポテンシャル自体は結構たくさんあると。ただ、先ほど言いましたように、グレードとか設

備利用率、いろんなものがありますので、安いところから使っていくということになるかな
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というふうに考えています。 

 それから、９ページ目ですが、こちらはデータセンター・半導体需要ですね。先ほどＪＳ

Ｔの話がありましたが、こちらでは電中研さんの想定に基づいていますが、ＪＳＴに比べる

と、それでも低いほうになっていますので、これぐらい。それでも結構入ってくると。2040

年～50 年で 100ＴＷｈ、200ＴＷｈぐらい入ってくるという想定をしています。 

 その次の 10 ページ目に、シナリオの想定を書いてありますけれども、再エネのポテンシ

ャルについて大ケース、小ケース、それから水素の価格が安いケースとそうでないケース、

それからＣＣＳが導入低位、高位ということで、４ケースを想定しています。 

 結果が 11 ページ目以降に示してありますけれども、まず 11 ページ目に電源構成ですけ

れども、それぞれのケースで再エネが拡大していくということで、再生可能エネルギーの比

率を赤字で書いています。大体、再エネ拡大ケースで、2040 年 59、それから 2050 年 60 と

いうことで、これぐらいが最適であるということですが、あくまでもこれはモデル計算の結

果ですので、後ほど申し上げますが、前提条件に非常に強く依存しますので、別にこの値が

正しいというものではなく、この前提条件ではこうなったというふうに考えています。 

ひとつ、やはり注目すべきところは、例えばＣａｓｅ２をご覧いただきますと、2040 年

に 53％で 2050 年は 49％、40 年から 50 年にかけて下がるということもあり得る。これは水

素が安くなるというふうに想定しているからなんですが、なので、再エネ比率が上がるとき

も下がるときもあり得るというふうに考えています。いずれにせよ、大体 50 から 60 の間

に収まっている。この計算ではなっているということかなというふうに思います。 

 それから、12 ページ目に一次エネルギー供給を書いておりまして、こういうふうに、多

少、省エネが進むということですけれども、それで、その中で水素エネルギーキャリアのシ

ェアが高まっていって、2040 年に若干入ってくるということですが、2050 年になるとさら

に入ってきて、大体 20～30％ぐらい入ってくるという結果になっています。 

 それから、13 ページ目に電力需要ですけれども、先ほどのデータセンターみたいなもの

があると、2050 年まで伸びてきます。これはもう想定次第かなというふうに思います。そ

れから、Ｃａｓｅ３、Ｃａｓｅ４では、ＤＡＣと書いてありますけれども、大気から直接Ｃ

Ｏ２を吸収する、そこで電気を使うというふうに想定していまして、それも日本国内で行う

のであれば、その電力需要も入ってくるであろうというようなことになっています。 

 それから、14 ページ目が最終エネルギー消費ですね。最終エネルギー消費も、それなり

に省エネも進みますが、それとともに電化が進むということで、電力比率が高まってくると

いうことかなというふうに考えています。足元、2022 年で電力比率 30％ですが、2040 年に

は 40％弱、2050 年には 50％弱ぐらいまで上がっていく。ただし、全部が電気に置き換わる

ということは、やはり非常に難しいので、電力以外のエネルギー需要もかなり残るであろう

というふうに想定しています。 

 それから、15 ページ目がＣＯ２排出量を示しておりますけれども、2040 年は途中ですの

で、これぐらい、333Ｍｔぐらい残っていますが、2050 年にはネットでゼロになるというこ
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とで、このネットでゼロ、やはり完全にゼロは難しいので、正味でゼロが必要だと思ってい

ますので、やはり負の排出技術、ここではＢＥＣＣＳ／ＤＡＣＣＳを想定していますが、そ

ういったものが 2040 年以降、特に 2050 年にかけて入ってくるということになるかなとい

うふうに思います。 

 それから、16 ページ目、限界削減費用を示しています。これ、ちょっと軽く見がちなん

ですが、やはり注目すべきだというふうに思っていまして、2040 年に３万円もしくは４万

円、５万円ぐらい、2050 年には５万円、６万円ぐらいということで、やはり非常に高い限

界削減費用になるということで、これはやはり普通に考えて、生活している国民が受け入れ

られる水準ではありませんので、これを何とか下げるということが、やはり政策上必要であ

ろうというふうに思います。技術が進展すると、Ｃａｓｅ４では若干下がってきて、6.5 か

ら 5.4 まで下がっていますが、それでもまだ高いので、これをいかに下げていくかというこ

とが必要である、非常に難しい目標であるということで認識する必要があるかなというふ

うに思います。 

 最後にまとめ、17 ページ目に書いてありますが、一言で言うと、やはり電力化を進める

ということが重要ではあるのですが、電力化されない需要というのも必ず残りますので、そ

こで、やはり負の排出技術ですとか、新燃料とか、そういったものが必要になるであろうと

いうことです。それから、海外からの低炭素エネルギー輸入がやはり必要になるということ

で、これは水素を輸入するのか、もしくは化石燃料を輸入してＣＯ２を送り返すというのも

あり得ると思いますが、何らかの意味で、やはりそういったものを輸入してくるということ

が必要になるであろうということかなというふうに思っています。それから、やはりモデル

不確実性が大きいので、あくまでもどの数字が、例えば 60％という数字が正しいわけでは

ないので、それはそういうふうにご覧いただく必要があるかなと思っています。 

 以上になります。ありがとうございました。 

○隅分科会長 

 松尾様、ありがとうございました。 

 それでは、最後にマッキンゼー・アンド・カンパニーの和田様、お願いいたします。 

○マッキンゼー・アンド・カンパニー・インコーポレイテッド・ジャパン和田アソシエイト・

パートナー 

 マッキンゼーの和田と申します。よろしくお願いいたします。 

 最初に右下２ページ、本分析の目的ですけれども、こちらはあくまでも特定の仮定を置い

たシナリオ分析でございますので、弊社として、こういった未来が起こり得るとか、特定の

政策を支持するものではないことだけはご留意いただければと思います。 

 右下３ページから、まず、最初に我々のモデルの構造についてご説明できればと思ってお

りまして、大きく分けて、弊社の保有する２種類のモデルを活用した分析となっております。

まず、Ｇｌｏｂａｌ Ｅｎｅｒｇｙ Ｐｅｒｓｐｅｃｔｉｖｅというものですけれども、産

業・運輸等のセクターごとに細分化してエネルギー需要のほうを計算しているものになっ
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ております。そちらの結果を引っ張ってきて、ＭｃＫｉｎｓｅｙ Ｐｏｗｅｒ Ｍｏｄｅｌ

（ＭＰＭ）と言われるもので、電力に深掘って発電ミックスの最適化を図っております。 

 右下４ページ、こちらは簡単に、需要側のエネルギーモデルの概念図でございますけれど

も、こちらは弊社で所有しております 20 以上の詳細のセクターに分けて、モジュールごと

のモデルを使いまして、コストですとか、実際、運用上の制約等も加味して、どういったよ

うな技術が入ってくるかというところをまとめているものになってございます。 

 右下５ページ、先ほど申し上げたＧＥＰのモデルから算出する電力需要をインプットと

しまして、電源構成、発電ミックスの最適計算を行うのがＭＰＭとなっておりまして、いわ

ゆる線形最適化モデルでございまして、必要な電力需要、排出上限といった制約条件を満た

す中で、最も全体コストが小さくなるような発電ミックスを計算するものとなっておりま

す。 

 右下６ページ、弊社の需要側モデルにおける活動量・マクロフレームの見通しでございま

す。詳細には入りませんけれども、冒頭、事務局のほうからありましたけれども、あまり日

本としての経済活動が大きく減退するような想定ではないということだけお伝えできれば

なというふうに思っております。 

 続きまして、右下７ページでございます。我々として見ているシナリオなんですけれども、

大きく脱炭素推進シナリオというところで、我々のほうで、毎年、グローバルで見ているエ

ネルギー需給見通しの中でも、特に国際協調が進んで、脱炭素の面で進んでいくというとこ

ろのＳｕｓｔａｉｎａｂｌｅ Ｔｒａｎｓｆｏｒｍａｔｉｏｎというシナリオをベースに

置いております。もう一つ、国際的なモメンタムが後退するというところで、後退シナリオ

というのも見てございます。 

 右下８ページですけれども、少し詳細なシナリオの分解になってございまして、先ほど申

し上げた脱炭素の躍進と後退シナリオをベースにしまして、躍進シナリオについては、再エ

ネ、水素、ＣＣＵＳ、それぞれが個別に躍進するケースと全て進むケースというふうに、四

つに分けて分析をしております。特に、躍進シナリオにつきましては、ＧＨＧ排出量の上限

は、第６次エネ基の 2030 年目標、760Ｍｔの半分である 380 というふうに設定しておりま

す。一方で、後退シナリオのほうは、排出量の制約は設けずに、純粋なコストで技術を最適

化するという形で分析をしております。 

 右下９ページは割愛しますけれども、先ほど申し上げたシナリオの詳細の前提というふ

うになってございます。 

 右下 10 ページ以降、シナリオ分析の結果でございますけれども、まず需要側、最終エネ

ルギー消費のセクターごとの内訳となってございます。ポイントとしましては、躍進シナリ

オ群、こちらはエネルギー消費効率の改善を見込んでおりまして、2040 年断面では、後退

シナリオと比べて全体で１割程度、足元の実績ですと 15％程度の省エネを見込んでござい

まして、最終需要は、いずれも大体１万ＰＪ程度というふうに見てございます。 

 右下 11 ページ、こちらは産業セクターのエネルギー消費内訳になっていまして、特に躍
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進と後退シナリオを比較しますと、電化の影響というのは比較的限定的でして、むしろ高排

出な燃料、石炭・石油から低排出なガス・水素への移行というのが主なレバーになってござ

います。 

一方で、躍進シナリオの中での比較ですけれども、こちらは特に水素躍進とＣＣＵＳ躍進

シナリオ間で、主に製鉄等の脱炭素化に水素を使うのか、ＣＣＵＳ付の高炉転炉法を活用す

るのかという点で、ガス・石炭及び水素の使用量は異なるというふうな結果になってござい

ます。 

右下 12 ページです。こちらは業務セクターでございますけれども、主に建物の断熱性の

向上等によりまして、躍進シナリオでは後退シナリオから見て１割弱の省エネを見込んで

ございます。一方で、電化率、既に高めというところと、省エネの電力消費を見込んでおり

ますので、全体のエネルギー消費量に占める電力に大きな変化はないというふうな見立て

になってございます。 

右下 13 ページ、こちらは家庭セクターでございますけれども、同様に、断熱性の向上で

すとか機器の高性能化によりまして、躍進シナリオでは後退シナリオに比べて２割程度の

省エネを見込んでございます。一方で、暖房などの電化の余地が存在しますので、躍進シナ

リオでは、ガス・石油の消費量が約半減、電化率は 65％向上すると見込んでおります。 

14 ページ、続きまして運輸セクターでございます。こちらの躍進シナリオはエネルギー

の消費効率改善による省エネルギー消費量の削減と、あと石油系燃料から電力、ＥＶ、バイ

オへの転換、航空に関しては、合成燃料へのシフトも見込んでございます。 

右下 15 ページ、以上の、セクター別のエネルギー消費内訳から電力需要のみを抜き出し

たものがこちらのグラフとなってございまして、エネルギー消費の中で躍進シナリオ、後退

シナリオに比べて１割強の省エネが見込まれているんですけれども、電化が進みますので

電力のみを抜き出すと、そちらの需要増と需要減が均衡して、シナリオ間での電力需要はほ

とんど同じように見ております。 

これ以降は、エネルギー電力需要に対して供給側の見立てを見ていければというふうに

思いまして、16 ページ、こちらの一次エネルギー供給の内訳になってございまして、化石

燃料が全体７割以上を占める後退シナリオに比べて、躍進シナリオは当然、消費量が削減さ

れるような結果となっております。詳細は、躍進シナリオで見ていきますと、再エネ推進シ

ナリオは特に太陽光の発電量が大きくなってきているところと、あとは調整力として、ゼロ

エミ燃料として水素を活用する見込みになってございます。水素躍進シナリオは、水素に比

べてアンモニアも活用していることと、ＣＣＵＳ躍進シナリオにおきましても、ガスとＣＣ

Ｓの組合せが特に大きくなっているということが見られるかなというふうに思います。 

右下 17 ページ、発電電力量の電源種別の内訳になってございます。躍進シナリオ群に、

全てのシナリオにおきまして再エネの導入が進むというところで、約４～５割程度の電力

が再エネ由来となるというふうな見通しになってございます。 

いずれのシナリオでも、特に低排出量のベースロード電源として水素・アンモニア、また
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はガス・ＣＣＳ発電も入ってくると。そちらが約２から３割程度の電力を供給するというこ

とは強調できればなというふうに思ってございます。 

右下 18 ページ、躍進シナリオにおける発電コストを比較したものとなっておりまして、

相対的に３技術躍進シナリオ、全ての技術がバランス的に見れるというところが相対的に

最も安価となるというふうな試算となっておりまして、こちらは、安価な再エネを前提とし

ながらも、調整力として必要な水素、ＣＣＵＳも十分に投資が進むという中で、コスト低下

が進んでいくというところで、コストが下がっていくというふうに見てございます。 

対比として、再エネのみが躍進するケースですけれども、こちらはやはり蓄電池を活用す

るというところと、水素躍進シナリオを基に、コストが下がらない中で水素を使っていく必

要があるということでコストが高くなるというふうな見立てになってございます。 

右下 19 ページ、ＧＨＧ排出量の内訳ですけれども、こちら、強調する点としましては、

電力由来のＣＯ２排出量を 50～70Ｍｔ程度に抑える必要があるというふうに出ておりまし

て、こちらは第６次エネ基の 2030 年目標が７から８割の削減になりますので、2040 年に向

けてというところとは、やはり電力セクターというのは非電力よりもかなり吸収に脱炭素

化が必要というふうに見ております。 

20 ページ、これはもろもろ分析のパラメータを一覧としているものになりますので割愛

させていただきまして、最後、まとめのページ、21 ページ、ちょっと時間の都合で全ては

読み上げませんが、１点だけ、先ほどの３躍進シナリオがやはり一番コストが安くなるとい

うふうに見ていましたけれども、再エネをしっかり入れていくというところと、調整力、ベ

ースロード、水素、ＣＣＳをうまく使うというところが、組合せが非常に重要かなというふ

うに思っております。 

プレゼンは以上になります。ありがとうございます。 

○隅分科会長 

和田様、ありがとうございました。 

それでは、ここから各機関同士での質問・回答という形に移らせていただきますけれども、

順番にこちらがご指名しますので、質問がある場合には、できましたら１分半以内をめどに

ご質問いただければと思います。そして、どこの機関への質問かということを明確にしてい

ただきますよう、お願いを申し上げます。 

それでは、国立環境研究所の日比野様、どうでしょう。 

○国立環境研究所日比野研究連携コーディネーター 

では、シンプルにご質問させていただきます。１点目、ＲＩＴＥさんです。世界モデルで

分析されているということでありますので、お聞きしたい点が１点ありまして、新燃料、そ

れなりに海外依存、多分ＣＯ２も海外への貯留ということもあるかと思いますが、必ずしも

１対１対応で輸出入を見ているわけではないかと思いますけど、日本への供給先であり、ま

たＣＯ２の貯留先みたいなところがご示唆いただけるのであればいただきたいなと思いま

す。 
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あと、もう一つ、２点目、エネ研さんです。最終エネルギー消費量の 14 ページのところ

でございますが、石炭と天然ガスが 2050 年でも少し残っているかと思いますが、何となく

石炭はＣＣＳかなと思うのですが、天然ガスはＣＣＳなのか、それともどこかでオフセット

されているのか、その辺り、お聞かせいただければと思います。 

以上です。 

○隅分科会長 

ありがとうございました。 

それでは、まず各機関からのご質問だけいただいて、後からまたご回答いただく形にしま

すので、次に、じゃあ、ＲＩＴＥ様、ご質問がありましたら。 

○地球環境産業技術研究機構秋元グループリーダー・主席研究員 

ありがとうございます。まず１点目は、ＩＧＥＳさんだと思うんです。ＩＧＥＳさんにコ

メント、質問という感じでお願いしたいんですけども、ほかの研究機関は大体、モデルによ

ってコスト最適化、コスト最小化みたいな基準があったと思うんですけども、もちろん機関

によっては、いろいろ部分的にモデルを組み合わせているので全体最適にはなっていない

というふうに理解しているんですけども、特にＩＧＥＳさんの場合はシナリオとして作ら

れているので、何かコスト最適の基準になっていないというふうに理解したのが１点で、そ

こに対して、そういう作り方というのもあると思うんですけど、シナリオというのは、いろ

んなやり方はあっていいとは思うんですが、そこに関して少し、要は、さらにそこで意見と

して入っているのは、何か企業さんがたくさん入られていますけど、エネルギー多消費産業

の方がほとんどだというふうに理解したので、そうすると、何かエネルギー多消費産業の視

点で、別に何か基準がある世界ではない中でシナリオを作られているという理解をしたの

で、そういう理解で正しいか。それに対して何か、そういうシナリオもあるということは理

解するものの、一般的な社会に説得するために、どういう説得の仕方があるのかなというの

は少し研究者として聞きたいところがございますので、少しコメントをいただければと思

います。 

もう一点は、ほかの研究機関にですけども、基本的に、うちのモデルは世界モデルだった

わけですけど、ほかの機関は、基本は日本モデルだというふうに理解したので、やっぱり海

外とのバウンダリの中で、とりわけ水素系エネルギーを海外から持ってくるというところ

に関する、その一つ、恐らく量を決めるか、量の上限を決めるのか、価格を一つ決めるのか

ということでされていると思うんですけども、そこのバウンダリの決め方について、もう少

し補足いただいたほうがいいかな。我々のモデルは世界モデルですので、先ほどのご質問と

ちょっと絡むんですよ。どこから持ってくるかによってコストは変わってきますし、量も変

わってくるので、それも含めて全体最適化しているわけですけども、そうすると、安いとこ

ろのコストの水素系のエネルギーもありますし、高いところもあるし、ただそれをミックス

する中で全体の最適を図っているということですけど、日本だけの場合に、とりわけ海外と

の、この条件が重要になってくるかと思うので、補足いただければ幸いです。ありがとうご
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ざいました。 

○隅分科会長 

秋元さん、今のは、ほかの機関全部にということですか。 

○地球環境産業技術研究機構秋元グループリーダー・主席研究員 

ＩＧＥＳさん以外の残りの、ＩＧＥＳさんのところは大丈夫です。 

○隅分科会長 

分かりました。 

それでは、ＩＧＥＳの栗山さん、お願いいたします。 

○地球環境戦略研究機関栗山リサーチマネージャー 

ありがとうございます。私からは、特定の機関に質問というわけではないんですけども、

もしかしたら秋元先生の質問の裏返しになってしまうかもしれないんですが、やはりコス

トの計算というのはすごく大事ですし、皆さん、精緻な計算をされているということにはす

ごく敬意を表しているところでございます。 

一方で、こういったコストの計算をしていくと、この外部不経済をどういうふうに経済の

中に入れていくかという観点も論点になってくるかと思いますし、昨今の状況を見ますと、

気候変動に伴う災害でありますとか建設現場での熱中症、あるいは一般市民の中でのメン

タルヘルスへの影響といったことも、いろんな形で負の影響というのは出てくるというと

ころでございまして、こういった負の影響と外部削減コスト、あるいは、もしかしたら炭素

価格という形でも見ることができるかもしれないんですけども、そういったバランスとい

いますか、そういったところをどういうふうに今後、シナリオから出てきた、モデル分析か

ら出てきた結論をコミュニケーションしていくことが、一歩前に進めるのかという観点か

ら、もしご意見があればお伺いしたいと思います。こちらは、エネルギー基本計画の骨子の

ところの最後のほうにコミュニケーションというところがありまして、そこにも有効な示

唆を得られるのではないかと考えております。 

私からの質問は以上です。 

○隅分科会長 

栗山様、ありがとうございました。 

それでは、デロイトトーマツコンサルティングの濵﨑様。 

○デロイトトーマツコンサルティング濵﨑マネージングディレクター 

デロイト、濵﨑と申します。 

ＩＧＥＳさんにご質問なんですけど、早期削減シナリオということで、かなり社会が変わ

っていくような絵姿を前提にされているのかなと思います。それってどういうふうな産業

構造が関わっていくのかというのはお教えいただければなというのと、あともう一個、エネ

ルギーシステムをかなりＤＸするような感じのイメージかな。いわゆるＶ２Ｇになるとか

というような形があると思うので、それって外生的に与えているのか、そうではなくて、何

らかの最適化でやっているのかという、その最適化のバウンダリをちょっとお教えいただ
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ければなというふうに思います。 

あと、国立環境研究所様に関しては、ＣＧＥの需要結果をでネルギーモデルへ持っていて、

電源モデルへ導入し、回しているということではあるんですけれども、ただ一部、水素とか、

あと電化とか、それってどの辺ぐらいまで内生ができているのかなというところをお教え

いただければなというふうに思います。 

あと、最後です。マッキンゼーさん、ぜひ教えていただきたいんですけれども、恐らく電

力部門での最適化かなと思うんですけれども、その電力部門の最適化のときに、系統蓄電と

かＶ２Ｇにするだとか、電力周りの柔軟性というのも内生化されているのかどうかという

のをお教えいただければなと思います。 

以上です。 

○隅分科会長 

濵﨑様、ありがとうございました。 

それでは、日本エネルギー経済研究所の松尾様。 

○日本エネルギー経済研究所松尾特別主幹研究員・立命館アジア太平洋大学教授 

 松尾でございます。 

モデル全体についてちょっと認識を確認した上で、もし私の認識が正しければ個別の質

問になるんですが、私の認識する限りでは、エネルギー需要から供給全体にわたって最適化

していくのは国立環境研究所さんとＲＩＴＥさんとデロイトさんと我々ということで、マ

ッキンゼーさんはその電力部門だけ最適化しているというふうに認識しているところです。

それで、国環研さんは多分、二つ電力モデルと接合している。ＲＩＴＥさんは全世界でハー

ドリンクした上で統合費用の部分だけ外づけしていると。日本国内で全部ハードリンクし

ているのがデロイトさんと我々というふうに認識していますが、もし違っていましたらお

教えください。 

その上で、国環研さんですけど、たしか前回、火力、ＣＣＳと、それから海外からの新燃

料に上限を置いているので、実質的に火力に上限がかかっているというような感じだった

と思っているんですが、今回もそうなっているのかどうかというのが１点です。 

それから、デロイトさんについては、非常に地理的に細かくて、時間的区分が若干粗いと

認識していますが、その辺はどういうふうに影響しているのか、難しいとは思うのですが、

我々のモデルでは時間は１時間刻みですが、地域は５地域ですと。５地域が 10 地域になっ

たところで、それほど影響しないということは確認しているんですが、それがもっと細かく

なると、多分それなりに影響してくるだろうと。したがって、地域区分が粗いことによる再

エネの導入量の過大評価が若干あるだろうというふうに我々は認識していまして、その辺

について、もしお考えがありましたらお聞かせください。 

ＲＩＴＥさんも、世界全体があって、日本は一地域だと思いますので、その地域的解像度

が一地域であることによる何か限界みたいなものが、もしお考えでしたらお知らせくださ

い。 
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以上です。 

○隅分科会長 

それでは、マッキンゼーの和田様、お願いいたします。 

○マッキンゼー・アンド・カンパニー・インコーポレイテッド・ジャパン和田アソシエイト・

パートナー 

私、皆さんご質問いただいていますけど、ＩＧＥＳさんのシナリオの部分、ちょっとどう

いった基準で、やはり、この最後の脱炭素化レバーの組合せを決定されているかをお伺いで

きればなと思っていました。 

以上です。 

○隅分科会長 

ありがとうございました。 

それでは、今、皆様から出ました質問に対して、ご質問のあった各機関からのご回答をお

願いいたします。今度は、ご質問の数に応じて最大３分程度を目安とさせていただきますの

で、よろしくお願いをいたします。 

それでは、国環研の日比野様からお願いいたします。 

○国立環境研究所日比野研究連携コーディネーター 

ご質問ありがとうございます。まず海外とのバウンダリ、新燃料のところでありますけれ

ど、我々のほうとしては、政府の目標の価格、それを外生的に与えまして、それに基づいて、

既存のエネルギーの価格と炭素価格に応じてその燃料をチョイスするかという感じで与え

ておりますので、バウンダリという意味では新燃料の価格自体を与えているところでござ

います。水素と電化の内生は、水素についてはそのようにジャッジしているところでありま

して、電化についても、給湯器や電気自動車といったところを外生的に価格のシナリオを与

えまして、それがどのように選ばれるかというところで内生化しているところでございま

す。 

あと、火力の上限ということでありますけど、どちらかというと再生可能エネルギーにも

上限がありますので、その上限に、再生可能エネルギーは比較的安くなるように、将来的に

安くなることになっていますので、その上限に張りついているのは火力が選ばれていくと

いう感じでありますので、火力に上限を設けているという、必ずしもそういう想定にはなっ

ていないというところであります。 

あと、外部不経済については、正直まだ取り込めておらず、どう取り込んでいいかという

のを検討しているところであるという状況でございます。 

以上です。 

○隅分科会長 

ありがとうございました。 

それでは、ＲＩＴＥの秋元様、お願いいたします。 

○地球環境産業技術研究機構秋元グループリーダー・主席研究員 
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まず、国立環境研究所さんからのご質問で、新燃料とかＣＣＳがどこに行くのか、どこか

ら来ているのかということだったと思うんですけども、ちょっとすみません、非常にモデル

が複雑で、バランスに関しては付録に記載していると思いますけども、どこから来ているの

かというのは、これはモデルで最適化していますので、一般的に言うと、例えば液体系のｅ

－ｆｕｅｌであると、遠くから持ってきても輸送費用が安いので、そういう面では、遠くで

条件のいいところで作って、ｅ－ｆｕｅｌとして液体燃料として持ってきたほうが、コスト

が安い傾向があると。他方で、例えば水素であると輸送費用が高いので、比較的近めのとこ

ろ、例えばオーストラリアとか、そういうところが入りやすいと思いますけど、そういうと

ころで水素を作って日本に持ってきたほうがいいと。もしくは、場合によっては、すごく極

端なケースとしては、中国で作って持ってくるというのも、モデルの解としてはないわけで

はないと思いますけど、ただ中国の場合は、また中国で需要が大きいので、需要の取り合い

になるので、それも含めてモデルで最適化計算されているということです。よって、我々の

モデルは、世界でどういう対策を取っているのかによって、日本がどこから持ってくるのが

コスト効率的なのかということも変わってくると。要は新燃料の取り合いが起こりますの

で、もし海外が緩い制約であれば日本は安いものにアクセスしやすくなるわけですけども、

海外が厳しいとみんなで取り合いになるので、なかなかいい条件のものがなくなってくる

ので価格も上がってくるという中で、モデルで最適化計算がなされているというふうにご

理解いただければと思います。 

ＩＧＥＳさんの外部不経済という件ですけれども、我々は直接扱ってはいないわけです

けども、今回解いているのは、基本的に 1.5℃を整合的なシナリオでしか解いていないとい

うことでございまして、ご説明は省きましたけども、28 ページ目に本分析シナリオで、も

ちろんカーボンニュートラルのシナリオはかなり 1.5℃整合的ということですし、他方、炭

素価格シナリオの排出上振れシナリオであっても、一応 2100 年に 1.5℃を満たしているよ

うなシナリオになっているということで、環境外部性は分からないですけど、みんなそうい

う環境外部性を考えた上で、しかも安全サイドを見て 1.5℃目標というふうに世界は言って

いるわけでございますので、基本的に 1.5℃目標を分析しているというのは、環境外部性は

内部化していると。もちろん、ＣＯ２以外の環境外部性というのもあるかもしれませんけど、

基本的には、ＣＯ２に関しては、温室効果ガスに関しては内部化していると。しかも安全サ

イドを見ているというシナリオになっているというふうにご理解いただければと思います。 

あと、エネ研さんから統合費用の話がありましたが、我々はもともと前回のエネ基の分析

のときに、エネ研さん、松尾さんのモデル分析を援用させていただいて、統合費用がどれぐ

らいなのかということを、分析結果をたくさんいただいて、そこから近似曲線を使ってモデ

ルに内部化していますので、基本的に内生化していると。近似ですけども、完全に内生化し

ているということだと思います。地域解像度は１地域ですけども、ただこれも多分デロイト

さんと似たような感じだと思いますけど、再エネの分布はＧＩＳ上で分布を見ていますの

で、それぞれのコストポテンシャル曲線を精緻につくり上げて、それを内部化していますの



28 

で、１地域だけど地域の分散というものを一応見たような形の中で評価をしているという

ことでございます。 

以上です。 

○隅分科会長 

ありがとうございました。 

それでは、ＩＧＥＳの栗山様、お願いいたします。 

○地球環境戦略研究機関栗山リサーチマネージャー 

まず、私の資料の 30 ページに、このシナリオのインプットとアウトプットというのをま

とめさせていただいておりますので、ちょっと全ては書き切れていないんですけど、より詳

細のものは冒頭ご紹介しましたテクニカルレポートに記載されております。その上で、まず

このシナリオ分析はどういうアプローチなのかということを簡単に申し上げますと、これ

は、目的としているのは各企業、いろんな企業さんを含むステークホルダーの方に、部門ご

とのパラメータというのを議論していただいているというところでございます。ＪＣＬＰ

企業さんというところが中心でございますが、そういった企業の方と、１日半×数回という

時間をかけて、部門ごとのパラメータというのを見ていただいている。それで 2030 年、40

年、どれぐらいの変化が起き得るかというのを建設業界、住宅業界、あるいは製造業といっ

た方で見てもらっている。その上で、その出てきたパラメータ、もちろんそれを研究者の中

で内部整合的に精査するという作業を行っておりますが、そこで技術を積み上げていって、

その積み上げた結果、コストはどうなるのか。ここで重要なのは、コストが非常に高くなら

ないといいますか、この需要ができないほど高くなるか、ならないかということを見るのが

重要であって、それが最適かどうかというところの論点を見ているというわけではないと

いう点でございます。その結果が電力コストではじかれているように、電力コストで見た場

合は、現在の燃料価格の変動の範囲内で、大きなコストの変動幅が収まるということがまず

確認できてということを示して、このシナリオとして一つ置けるんだろうというような議

論をしているところでございます。 

２点目のご質問としまして、その企業さんが、素材産業などのエネルギー多消費産業が入

っていないんじゃないかというご質問でございますが、これにＪＣＬＰの加盟企業さんと

しては、大手鉄鋼業界さんとかは入っておりませんが、ただサプライチェーンとして取引の

ある企業さんは多く入っているというところ、その観点からのエネルギー多消費産業への

影響というのも加味されているというふうに考えております。 

また、この技術を評価するときに、ＩＥＡが出している技術成熟度というデータベースで

ありますとか削減費用のコストカーブというのを見ておりまして、このコストがネガティ

ブ、すなわち対策をすれば便益があるという技術を優先的に入れていこうというふうに取

っておりますし、それを進めていくには、コスト的な議論だけではなくて、ルールあるいは

制度というのをどういうふうに変えていくことで、そういった対策費用がマイナスのもの

を入れていくかというような議論をした上で、その技術導入量のパラメータというのを置
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いております。 

濵﨑様のご質問で、Ｖ２Ｇといった、技術の導入レベルをどういうふうに考えているのか

という点でございます。Ｖ２Ｇにつきましては、交通部門においてはかなり地域解像度を高

くして評価しております。地域の中で自動車のストックを入れ替えていく。その中に、新車

販売台数のうちＥＶ比率がどのくらいかという条件を置いていって、各地域にＥＶがどれ

くらいあるか、2050 年までにどれくらい、各断面で、各年代であるかというのを推計した

上で、それがさらに電力系統分析では上位２系統、すなわち 500 ノード程度での分析をして

おりますので、各ノードにどれくらいのＥＶがあるのか。そのＥＶが１日のうち何時間、電

力系統の需給バランスに貢献できるかという想定を置いて、Ｖ２Ｇの効果を表現しており

ます。 

私からの回答は以上となります。 

○隅分科会長 

それでは、デロイトトーマツの濵﨑様、お願いいたします。 

○デロイトトーマツコンサルティング濵﨑マネージングディレクター 

ご質問、ありがとうございます。デロイト、濵﨑です。 

まず、ＲＩＴＥ、秋元先生からのご質問ですけど、確かに我々、日本モデルで、そこから

外は外生という世界になっておりまして、よくやるパターンは、おっしゃられたとおり、価

格を固定するか、量を固定するか、この二つのやり方しか実はありません。恐らくグローバ

ルで解いていった場合、秋元先生がおっしゃったとおりに、ほかの国が一体どういうＣＯ２

削減目標とか削減行動をするのかによって、その 20 円なんてあり得るのか、実は 30 円か

もしれないというのは当然あると思いますので、そこは正直言えば対応できていなくて、20

円できた場合前提ですので、日本の外の状況移管しては十分踏み込めていないというのが、

今回の評価の中の限界かなというふうに思っております。 

あと、ＩＧＥＳ様の外部不経済のところ、本当にこれ、私も盛り込みたいなと思ってはい

るんですが、まだできていないというのが正直なところで、例えば負の影響としたら、労働

生産性が下がるだとか、あと洪水が増えるだとか、いろいろあると思いますし、あと、よく

言われるのは、生物多様性に近いんですけれども、バイオマス価格にも影響があるんじゃな

いかとか、そういうのは、実は踏み込めていないので、ちょっと今後の研究課題でその辺を

やっていければなと考えております。。 

あと、松尾先生の質問ですが、これはモデラーあるあるかなというご質問かなと思って、

時間軸×地域区分みたいなお話かなと思っておりまして、地域区分を我々、細かくするほう

を優先したということは、再エネというのがかなり地域区分、地域に分散しているというこ

とで、その需要と供給に差があるため、アンマッチングがあるための影響を見たいなという

のがそもそもの目的で、例えば系統を自由に拡張するというようなシミュレーションを仮

にやった場合に、確かに数倍拡張しましょうだとか、あと、拡張しなかった場合、価格差が

かなり出てくるとか、地域分断もあるのかなということで、それなりに細かくしていくこと
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は意味があるのかな。ただ、そうすると時間側のタイムスライスを捨てないといけないとい

う中で、12 とか 16 とか、そんなレベルになってくるということで、今、8,760 のモデル化

を実はちょっとやってはいるんですけど、何となくのイメージとしましては、再エネのＧＷ

がより本当は、リアルな世界では必要になるんじゃないかなというのと、あと柔軟性のとこ

ろもちょっと我々、必要な系統蓄電とか、そういうのをちょっと過小評価する傾向にあるの

かなというのは今持っている所感でございます。 

以上です。 

○隅分科会長 

ありがとうございました。 

それでは、エネ研の松尾様、お願いいたします。 

○日本エネルギー経済研究所松尾特別主幹研究員・立命館アジア太平洋大学教授 

ありがとうございます。まず日比野さんから最終需要についてご質問いただきましたが、

そうですね、石炭・天然ガスを使っています。石炭は、我々は水素還元製鉄を想定していま

すが、2050 年に全部、日本国内で水素還元製鉄になるとは想定していませんので、そうい

ったところで残るというのはある。CO2が出た分は、ＣＣＳもしくは負の排出技術で対応と

いうことになるのかなと思います。ガスもそうでして、全ての家庭や建築物が 2050 年にオ

ール電化になるというふうには考えていませんので、やはり都市ガスは残るであろう。そう

すると、合成メタンを使うか、もしくは普通に都市ガスを使って、負の排出技術でオフセッ

トするか、どっちかになると。それがモデルによって選ばれるということになるかなという

ふうに考えているところです。 

それから、秋元さんからご指摘がありましたとおり、やはり我々は同じように日本モデル

ですので、海外のものは計算できていないんですが、５ページ目にありますように、例えば

水素・アンモニア・合成メタン、こういったものの経済性を評価していますので、例えば合

成メタンの場合、水素を輸入してきて日本国内でメタネーションするか、もしくは合成メタ

ンで海外から持ってくる。それで、海外と日本とのコスト差になると思うんですが、そこに

ついては経済性を評価した上でやっているので、基本的には、使うのであれば、今の解では

国内でメタネーションではなくて、合成メタンで持ってくるというふうに考えています。 

それから、地域区分については、秋元さんのおっしゃるとおりで分かるんですけれども、

ＧＩＳを用いたポテンシャル評価についてはデロイトさんもＲＩＴＥさんもやっているん

ですが、他方で連系線ですね、今、濵﨑さんがおっしゃいましたが、連系線のコストって、

やっぱり地域区分を細かくしないと評価できないところがあります。それは我々のモデル

もたかが５地域、10 地域なので、もっと細かくすると、やはりその辺のコストがもうちょ

っと乗ってくるということはあり得るんじゃないかなというふうに思います。 

それから、外部不経済については、秋元さんと同じご回答になるかなというふうに思って

います。 

以上です。 
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○隅分科会長 

ありがとうございました。 

それでは、マッキンゼーの和田様、お願いいたします。 

○マッキンゼー・アンド・カンパニー・インコーポレイテッド・ジャパン和田アソシエイト・

パートナー 

まず１点目、ＲＩＴＥさんからのご質問ですけれども、我々、電力の国内の供給側は日本

で閉じておりますけれども、それ以外の、例えば水素ですとかガス及び石油等々はグローバ

ルで見ているものになっています。ご質問の水素に絞ってお答えしますと、これはこれでグ

ローバルトレードフローモデルというのを持っておりまして、各国で水素のコストがどれ

ぐらいあるかというのと、供給ポテンシャルがどれぐらいあるか。あとは各国の脱炭素のと

きに需要側でどれくらい水素があるかというのを見て、供給余力があるところは輸出する

し、足りないものは輸入すると。それが、世界全体を見て、どこからどう出すと一番効率的

かというのを見た上で、日本側にどれぐらい水素がどこか運ばれるかを見ております。この

部分だけグローバルで見ておりまして、シナリオ分析上はそこから見える輸入価格をイン

プットとして入れて計算しているというふうなものになってございます。 

デロイトさんのご質問です。蓄電池に関しましては、揚水と系統蓄電池、この点について

は内生化してコスト最適化に含めております。Ｖ２Ｇまでは入れていないというふうな形

になっています。 

ＩＧＥＳさんのおっしゃっていたモデルの理解もおっしゃるとおりでして、あくまでも

コスト最適化をしっかりやっているのは電力だけですけれども、それ以外のところについ

てはセクター別に、例えば自動車ですと、BEV のＴＣＯがどこまで下がればどれぐらいで消

費者が転換するか、どれだけ充電設備があるかどうかとか、その辺のものも見て、実際あり

得そうなパスウェイというのを置いていくというのも個別に見ていくという形でやってお

ります。セクター間で分析した結果同士がが矛盾しないかというのを見ていますけども、全

体をまとめて需要と供給の均衡を図っていくところまでは行っていないというふうなご理

解が正しいかなというふうに思っております。 

以上です。 

○隅分科会長 

ありがとうございました。 

以上で、機関同士の質疑応答を終えまして、これから委員の皆様からの質疑時間に移りま

す。 

委員の皆様には、２分以内にコンパクトにご質問をまとめていただいて、それから、どな

たに、どこの機関に質問されるかということを明確にご発言の中に入れていただければと

思います。 

それでは、いかがでございましょうか。 

では、澤田委員、どうぞ。 
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○澤田委員 

６団体の皆様、大変ありがとうございます。幾つか大きな示唆がありました。まずマッキ

ンゼー和田様が資料 20 ページで、再エネを推進した場合の電力のコストが 12.8 円／ｋＷ

ｈ、進まない場合の電力のコストが 12.2 円と示されました。再エネがコストアップになる

というのは、感覚的にはそのとおりです。現在再エネ賦課金が約 2.6 兆円と聞いております

が、全体の中でやはり１割、２割近いようなコストアップ要因になっていると思われます。

電力は産業基盤そのものなので、６団体の皆様に、もし分かれば、あるいは感覚でもよろし

いのですが、今回のシミュレーションの結果の電力コストが国際比較ではどれぐらいなの

か、同等なのかどうかというコメントがあれば教えていただきたいです。 

もう一点は個別で、ＩＧＥＳの栗山様の資料 11 ページに、デジタル、これはＤＸだと思

いますが、これで 12％エネルギーが減少するという表現が出てきます。これは非常に感覚

と合いません。ＤＸやデジタルを進めるとエネルギーは増加するというのが今のコンセン

サスだと感じておりますが、この点についてコメントをお願いします。 

以上です。 

○隅分科会長 

ありがとうございました。 

それでは、続いて、オンラインでご参加の黒﨑委員、お願いいたします。 

○黒﨑委員 

ありがとうございます。黒﨑です。 

私のほうからは、質問ではなくてコメントといいますか、考えていることを述べたいと思

います。 

エネルギーミックスについての私の常々考えていることは３点ございます。一つは、何か

一つの電源が突出しているような状況というのはあんまり好ましい姿ではないんじゃない

かなということでありまして、やはり一つに頼り過ぎると、それがこけたときの反動がもの

すごく大きいということで、再エネ・原子力・脱炭素火力、魅力と課題を理解した上でバラ

ンスのよい組合せを目指す、これが一つ目の考え方なのかなと思っています。 

二つ目の考え方は、2050 年の姿というのを常に意識して考えていかなきゃいけないとい

うことで、言うまでもなく現時点でのターゲットは 2050 年カーボンニュートラルですし、

その先も未来は続いていきます。少なくとも 2050 年の姿を無視して 2040 年の姿を議論す

ることはできないんじゃないかなと思っています。 

３点目が、成長することを前提とした高い目標を掲げてほしいということです。2050 年

カーボンニュートラル、物すごくハードルが高いです。だからといって、人為的にブレーキ

をかけるのではなくて、全てのプレーヤーがそれぞれの立場で目いっぱい成長した姿とい

うのをまずは目指すべきだと思っています。 

これが、私が考える３点でして、それを踏まえて、最後、原子力について述べたいと思い

ます。2040 年あるいは 2050 年に向けて、我が国では原子力を最大限活用していく、発電に
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寄与していくということになると思います。ただ、2040 年代以降、原子力の設備容量が減

少するということや建設のリードタイムが長いということは、これはもう事実です。こうい

った事実に目を背けていては駄目で、減る分を補う、あるいは需要の見通しを見極めながら

必要な規模を確保していくという、そういった将来像を明確にしなければならないと思っ

ています。位置づけの明確化がないままでは、原子力業界は動くことはできないということ

で、原子力も再エネとか水素、ＣＣＳと同じように、目いっぱい成長することで脱炭素社会

が実現するんじゃないかというふうに考えています。 

以上です。 

○隅分科会長 

黒﨑委員、ありがとうございました。 

それでは、遠藤委員、お願いいたします。 

○遠藤委員 

ＲＩＴＥの秋元先生から、ユニークなシナリオ分析があり、40 年に原子力ゼロの場合の

推計が参考資料のほうでされています。限界削減費用がゼロシナリオだと大幅に増加する

ということになっているんですが、原子力もゼロなのですけれども、再エネも低位でありま

す。その場合、何によって発電をし、その結果として原子力ゼロシナリオの限界費用が上が

るのか。補足でご解説をいただけるとありがたいです。 

○隅分科会長 

遠藤様、ありがとうございました。 

それでは、オンライン参加の小堀委員、お願いいたします。 

○小堀委員 

 小堀です。ありがとうございました。 

６機関の皆様、それぞれのモデルを用いて詳細な分析、そして細かいデータ数字まで出し

ていただきまして、本当にどうもありがとうございます。私のほうからは、細かい数字とい

うよりも考え方などについて、質問したいと思います。 

まずはＲＩＴＥさん、デロイトさん、エネルギー経済研究所さん、マッキンゼーさん、こ

れらの機関はそれぞれエネ庁のシナリオ分析の前提状況をベースに、再エネ・水素・ＣＣＵ

Ｓ、それぞれの技術が進展した場合のシナリオが記載されていますが、どのシナリオが最も

蓋然性が高いのでしょうか。また、各シナリオの上振れや下振れ、変動ですよね、このリス

クをどう見ているのでしょうか。この辺については、それぞれの機関同士の質問をお聞きす

ると、やはり海外の技術革新やコスト等がかなり影響していると推察されますけれども、再

エネ・水素・ＣＣＵＳで特に海外の動向で注目されている点があるものがあれば、コメント

いただけたらと思います。 

それからもう一つ、ＩＧＥＳさんに質問なのですが、最後のまとめのところに、「幅広い

主体の声を包摂できるアプローチをとること」とありますが、どのようなアプローチをイメ

ージされているか、具体的に何か考えがあるかということをもう少し教えていただけたら
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と思います。政府や経済界だけではなくて、国民の声というものも非常に重要になってくる

と思いますけれども、そういうのも含めた何か方策等をお考えでしたら、ご説明をお願いで

きればと思います。 

私からは以上です。 

○隅分科会長 

小堀委員、ありがとうございました。 

それでは、田辺委員、どうぞお願いいたします。 

○田辺委員 

ありがとうございます。私、需要に関して質問させていただきたいと思うんですけども、

第６次エネルギー基本計画、2013 年で、３億 6,300 万ｋＬで、経済成長 1.4％で需要低下し

て、6,200 万ｋＬで省エネ、17％ぐらいだと思うんですけど、需要低下を見て 23％ぐらいに

なるという予想をされたと思うんですが、皆様の資料を見ると、国環研が８ページで 2040

年の最終エネルギー消費量に触れられていて、技術進展で 220Ｍｔｏｅ、技術革新＋社会変

容で 195、ＲＩＴＥは 35 ページで 220Ｍｔｏｅ、ＩＧＥＳは 38％シナリオで 200Ｍｔｏｅ、

それからデロイトが 23％で 225、ＰＪなのでちょっと換算がおかしいかもしれませんけど、

エネ研が 250Ｍｔｏｅ、ちょっと大きめだと思うんですけども、マッキンゼーは 230 と書か

れて、需要量はそんなにぶれがないのかなというふうに見ていました。皆様に、需要減少と

省エネ対策、分離は難しいかもしれないんですけども、40 年に向けて、どの程度省エネが

必要なのかというのが分かっていれば教えていただきたいと。 

それから、2040 年の産業・業務・家庭・運輸の必要な需要割合というのがもし計算の中

から導かれていたら教えていただきたいと。 

それから、自家発電はどこに分類されているのかというのをモデル上で伺えればと思い

ます。 

以上です。 

○隅分科会長 

田辺委員、ありがとうございました。 

それでは、寺澤委員、お願いいたします。 

○寺澤委員 

まず、６機関の皆さんのシナリオ分析に敬意を表したいと思います。その上で、これから

エネルギー基本計画をつくるということで、質問というかコメントということで３点いた

します。 

まず、こうしたシナリオ分析で、世界でやる場合は、コスト最小化分析というのはやっぱ

りマストになってくるんだろうということなので、これからの検討に当たっては、エネルギ

ー全体についてのコスト最小分析をやる、そうしたシナリオがベースになってくるのかな

と思います。また、再エネのコストについては、再エネの導入が広がると出力変動が大きく

なってくるので、これに対応するコスト、いわゆる統合費用、これをきちっと捉えることが
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重要だと思います。その際、静態的、スタティックではなくて、再エネの導入が増えれば増

えるほど、コストが大きく上がっていくというダイナミックなコスト分析ということが前

提になった、そういうシナリオであることが重要だと思います。 

二つ目に、これから 2050 年カーボンニュートラルを基にしたシナリオというもの、これ

がベースになるというのは、これは当然だと思うんですけれども、望ましい姿で技術進展が

進むとかコスト削減が進むわけでは必ずしもないと。これはやっぱり現実なんだろうと思

います。こうした現実に備えた、英語で言うＣｏｎｔｉｎｇｅｎｃｙ Ｐｌａｎ、あるいは

プランＢということを提示することが重要だと思います。望んだ姿、目指す姿にならなくて、

結局エネルギーが足りないということは何としても避ける必要があると。特に、ＬＮＧにつ

いては長期調達が基本になってくるので、そういう意味ではいろんなリスクに備えて必要

な量のＬＮＧをあらかじめ確保するということが重要だと思います。もちろん目指すべき

シナリオというのは不可欠だと思いますけれども、同時に備えておくべきシナリオという

のを提示するということは重要なんだろうと思います。 

最後に、いろんな再エネとか水素とかＣＣＳというのは導入シナリオに相当幅があるわ

けであります。この幅を小さくするためには、最大限の導入を実現する、それに資する政策

というのは不可欠だと思います。また、サプライサイドだけじゃなくてデマンドサイドとい

うのは当然必要になってくると思うんです。こうした四つの分野について、最大限の効果を

もたらす、そうした実効性のある、インパクトのある、そういう政策をぜひエネルギー基本

計画の中では盛り込んでほしいというふうに思います。 

以上です。 

○隅分科会長 

寺澤さん、ありがとうございました。 

それでは、村上委員、お願いいたします。 

○村上委員 

各機関からのシナリオのご説明、どうもありがとうございました。短時間ですが、まず２

点、お願いを申し上げたいと思います。 

１点目は、各機関ばらばらのフォーマットで前提や結果が示されているんですけれども、

私のような素人には、短い時間で比較検討することは非常に困難でした。第６次エネルギー

基本計画の議論でもお願いしたんですけれども、広く国民が関心を持って検討できるよう

に、統一のフォーマットで分かりやすく表にしていただくなど、工夫をお願いしたいと思い

ます。 

２点目は、限界費用についてはどの機関も触れているんですけれども、電気料金には、よ

り強く関係するものとして平均費用というのがあるというふうに、以前、伺ったことがあり

ます。したがって、平均費用についてもお示しいただけたらありがたいなというふうに思い

ます。 

それから、シナリオについて幾つか質問させていただきます。事務局から示されたのは８
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ページの５パターンということなんですけれども、水素やＣＣＳはいまだ世界的に商用稼

働がほとんど始まっていないことから、あまり現実的ではないのかなというふうに思いま

したが、実現可能な数字、皆様が示されたのは可能な数字なのでしょうかということ。また、

多くの機関の結果で、原子力はどのシナリオでもほぼ一律に 2040 年で 20％前後となってい

ますけれども、これはシミュレーションの前提として設定されているのかどうか。そして、

原子力が社会的要因で想定ほど入らないという可能性は考えられると思うので、原子力は

十分に進まないシナリオというのも検討しておくべきではないかということを提案したい

と思います。 

それから、多くのシナリオで、再エネの割合は、2040 年では五、六割にとどまっている

状況だと思いますが、これはポテンシャルの上限が低いのではないかなというふうに感じ

ています。日本の強みが生かせるペロブスカイトですとか、浮体式洋上風力ですとか、その

ようなポテンシャルも十分織り込まれているのかどうかということを確認できればと思い

ます。 

以上です。 

○隅分科会長 

村上委員、ありがとうございました。 

取りあえず、今７名の方のご質問をいただきましたので、ここで一旦打ち切りまして、各

機関から今のご質問等に対して、最大３分程度以内でご回答いただければと思います。 

それでは、まず国環研の日比野様、お願いいたします。 

○国立環境研究所日比野研究連携コーディネーター 

ちょっと名前が漏れていただけかもしれないですけど、再エネ、水素、ＣＣＳについてシ

ナリオ分析をいたしました。その中でどれが、蓋然性が高いかといったところでありますけ

ど、これまでも議論に出てきた、非常に技術革新次第というところであって、今どれという

のは非常に言うのが難しいと私は思っております。ですので、今のところ、どれも必要だと

いうことは言えるという点と、あと、どれかに絞るといって、一本足打法で 2050 年を迎え

たら大丈夫かというと、やはり調和が必要でありますので、どれも満遍なく導入できるよう

な技術開発、インフラ整備というのはやっていく必要があろうかというふうに思っている

ところであり、この先も定期的にどの分野が進んでいるかというのは、進捗をちゃんと点検

して計画も見直しを行っていく必要があろうというふうに思っているところでございます。 

あと、省エネ、最終消費部門でありますけれど、やはりここの部分を頑張っておかないと、

非常に大きな発電が必要となりますので、非常に省エネを頑張っていく必要があろうかと

思っております。どの部門がということもなく、現状のＮＤＣでも掲げている省エネ目標、

これも大変厳しいものでありますけど、少なくともこのペースで守っていかなければいけ

ないですし、2030 年までというところでいくと、電化というのがそこまで声高に言ってい

ないところもありますので、この電化のシフトというのも非常に、全部門にわたって、産業・

民生・運輸、全部門にわたって厳しくやっていかなければいけないというふうに思っている
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ところでございます。 

あと、原子力のシミュレーションでありますけど、今回については、もう外生的に原子力

の想定を行ったところでありまして、特に感度分析を行っていないところでありますけど、

原子力のみならず、いろいろな技術について引き続きウオッチしながら見ていく必要があ

ろうかというふうに思っているところでございます。 

再エネについては、ただ、これは電力需要とのバランスで、必ずしも何％というのがあり

きではなくて、やっぱり何ＧＷぐらい顕在化できるのかといったところの絶対値の数字を

きちんと見ながら引き続きやっていく必要があろうかというふうに思っているところでご

ざいます。 

以上です。 

○隅分科会長 

ありがとうございました。 

それでは、ＲＩＴＥの秋元様、お願いいたします。 

○地球環境産業技術研究機構秋元グループリーダー・主席研究員 

ありがとうございます。澤田委員からの、ちょっと電力コストの国際比較というのは、

我々のモデルは世界モデルですので、出せるので、ちょっと詳細は事務局とまたご相談させ

ていただきたいとは思いますけども、ただ基本的にベースとして、そもそも日本は電力コス

トが高いので、そこに対して今回概算として見ていただくと、この炭素プライス、限界削減

費用というのをＣＯ２の限界削減費用を出していますので、そういった分、余計に日本のほ

うが乗りやすいというようなイメージを持っていただければというふうに思います。 

その次、遠藤委員から、付録にある原子力 2040 年ゼロシナリオの限界費用が上がってい

るというケースで、まさに、2040 年で原子力をゼロにしてしまうと相当ＣＯ２の限界費用も

上がりますし、電力の限界費用も上がるということで、その理由は、このシナリオでいきま

すと、再エネに移行したいんですけども、再エネも保守的、保守的というか通常のコスト低

減のほうを見込んでいると。そうすると、再エネがたくさん入ってくると、そもそも再エネ

が高いですし、また系統統合費用も上がってくるので、非常にコストが上がってくると。そ

うすると、途中から再エネに頼るのではなくて、海外からブルーアンモニアとかグリーンア

ンモニアも含めて、そちらから輸入したほうがまだコストが安いと。ただ、こちらも海外の

制約が、ＣＣＳの制約も再エネの制約もコスト低減がそれなりに進まないというケースで

すので、そうすると、全体としてやっぱりコストが上がってくるという中で、非常にコスト

は上がるケースになっています。ただ、我々の通常のコスト低減の見込みもそれなりに、今

のペースで進むほうを見込んでいますので、全然、かなり保守的というわけではなくて十分

あり得るシナリオですので、あんまり極端に原子力を減らすとか、そういうことをすると、

非常に我々のエネルギーシステムコストを上げてしまう、電力コストを上げてしまうとい

う結果になっているかなというふうに思います。 

小堀委員から、どのシナリオの確度というお話がありました。先ほどもありましたように、
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なかなか読めないので、我々としては今回、五つプラス付録で２シナリオと。２シナリオの

ほうは若干極端ですが、ただ政策を誤れば十分にそういうシナリオもあり得るというふう

に思いますので、どのシナリオもあり得るというのが私からの回答でございます。 

田辺委員から省エネ量ということでございますが、私の資料の 35 ページ目が最終エネル

ギー消費量全体でございますので、一応ベースラインも比較で載せておりますので、ベース

ラインとの比較ということを見ていただくと、その差分が省エネルギー量ということにな

りますので、ベースラインは通常で人口が減ったり、そういったものの中で減る部分でござ

いまして、そこからカーボンプライスがかかるというか、温暖化対応によって省エネルギー

がどれぐらい進むかというところに関しては、その差分を見ていただければと思います。 

自家発の量ですけれども、ちょっと直接読める資料はなかったんですけども、基本的にカ

ーボンニュートラルに向かって厳しくなってくると、やはり自家発を減らしたほうが合理

的だと。緩くなってきて、恐らく排出上振れシナリオでいくと、むしろ自家発を使ったほう

がいいということだと思いますけれども、カーボンニュートラルになってくると、自家発を

やめて、なるべくカーボンニュートラルの原子力とか再エネとか、そっちに、もしくは水素・

アンモニアといったようなところに変えていくということになりますので、そういう結果

になっているかなと思います。すみません、結果として直接見えるものはないかと思います。 

寺澤委員のおっしゃったことは私も同意するところです。すみません、省きます。 

村上委員からは、平均費用に関しては、我々、限界費用と平均費用と両方載せております

ので、資料では、少なくともＲＩＴＥの分析では記載があるかと思います。 

ＣＣＳ、水素は、十分商用化はされていないということかもしれませんけど、実際にＣＣ

Ｓはもうアメリカとかほかでも動いていますので、立ち上がりは十分あるかなと。早く立ち

上がる場合は十分あり得ると思っていますので、2040 年という時間軸でいくと全然あり得

るような水準感だと思いますし、そうやらないとカーボンニュートラルには間に合わない

ということだと思います。 

原子力の 2040 年の 20％は、我々は、想定ではなくて上限制約として 20％を置いていま

す。これは現在の 2030 年のエネルギーミックスの上限 20 から 22％という幅の 20％という

のを 40 年までそのまま延長して、それを上限として置いていて、モデルはコスト最小化の

結果、解いていますので、ただ結果として見ると 20％に張りついていると。原子力は安い

ので、少なくともこの 73％減という目標の下では安いので、張りついているということで

ございます。原子力が進まないシナリオは付録に記載しております。 

再エネポテンシャルの想定が小さいのではないかということですが、17 ページ目にあり

ますように、再エネポテンシャル自体は十分見込んでいます。日本の総発電電力量を超える

ぐらいの量を見込んでいますが、ただコストの問題、そしてまた系統統合費用もありますの

で、その中の最適化結果として、結果として今回ご提示したような再エネ比率になっている

ということでございます。 

以上です。 
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○隅分科会長 

秋元様、ありがとうございました。 

それでは、ＩＧＥＳの栗山様、お願いいたします。 

○地球環境戦略研究機関栗山リサーチマネージャー 

まず初めに、澤田委員からのご質問に関しまして、このデジタル化による最終エネルギー

消費量の効果が大き過ぎるのではないかということでございますが、こちらはデジタル化

によってどこまで影響を拾っていくかという範囲によるというふうに考えておりまして、

我々は参考資料の 40 ページ、こちらにどういった変化まで追っているかというのを、どち

らも概念的でございますが、示しております。 

このデジタル化によって、生産性の向上でありますとか、いろんなオンライン会議が増え

ていくというようなこともございますし、また、このデジタル化によって自動技術が進展し

やすいということで、自動技術と相性がいい電化がさらに進展していくというようなこと

も想定しております。そういった観点から、移動の形態が変わっていくというところも入れ

ております。 

また、一つ大きいところは、デジタル化によって循環経済も進展していくというところで

ございます。いろんなもののトラッキングができるということは、素材の利用履歴というも

のもトラッキングしていくことで、バージン素材ではなくリサイクル素材というものでも

高品質な素材が作られていくようなことが進展していくだろうということも議論されてい

るわけでございます。こういったことは、いろんなエネルギーの視点だけではなくて、この

「参考にした政府資料」と書いてあるように、いろんな省庁様の 2040 年後のビジョンに書

かれているようなところを拾って、それが実現していくと、こういった変化になっていくと

いう、ある意味、大きな変化を拾った結果、最終エネルギー消費量も大きく進展していくと

いうふうな絵を描いているわけでございます。 

また、このデータセンター、ＤＸが進むとデータセンターの電力消費量が増えるのではな

いかということでございます。こちらも幅はあると思っておりまして、我々のシナリオでは、

やはりデータセンターでの電力消費量が増えるということは、そのままデータセンターの

コストが上がるということですので、何かしらのデータセンターの電力消費量削減、効率化

していく措置が取られていくだろうということもございますし、また、このデータ処理をエ

ネルギー効率的に行っていくアルゴリズムの開発でありますとか、デバイスの開発という

のも、目下行われているということでございますので、そういったことを鑑みて、2040 年

の姿を見ていくと、こういった数値に収まるという一つのシナリオでございます。 

また、最終エネルギー消費量については減っておりますが、電力需要については増えてお

ります。そういった観点から、このデジタル化による電化、あるいはデータセンターの電力

消費量の増というところも反映しているというところも言えるかと思います。 

その他、小堀委員からは、幅広い主体をどうやって巻き込んでいくのかという具体的な提

案はありますかという質問でございますが、こちらは少なくとも、こういったシナリオ分析
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をしていく上で、シナリオ、分析の結果を見据えるというような作業だけではなくて、どう

いった前提条件がつくられていくのかというのをもう少し丁寧にやっていく、これを今回

の場のような、１回限りではなくて、少しサブワーキンググループのようなものをつくって

理解を深めていくということが大事ではないかなと思っています。こういったことは、我々

の活動の中で、地域レベルあるいは市民レベルでは、そういったプロセスをやっていくこと

で市民との理解度が上がっていって、自治体レベルでの政策形成につながっていくという

ようなことは実際ありましたので、国レベルでどうやっていくのかというのは、また別途ア

イデアは必要かと思いますが、方向性としてはそういった手段が考えられると考えており

ます。 

私からは以上です。 

○隅分科会長 

それでは、デロイトトーマツの濵﨑様、お願いします。 

○デロイトトーマツコンサルティング濵﨑マネージングディレクター 

 デロイト、濵﨑です。 

まず、小堀委員から頂戴した質問で、どのシナリオが、一番蓋然性が高いのかということ

でございますけど、まだ現状段階において、水素、またＣＣＳ等々、なかなかちょっと先を

見通しするのは難しいなと。どれを選ぶべきかというよりは、この三つ、おのおのやった場

合において、限界削減費用が下がっていくということです。この三つを着実にやっていくと

いうのは効果があるいうようなことが、取りあえず見えてきているのかなというふうに思

っております。ある意味、それがうまい具合にいかない場合、じゃあ、先ほどのプランＢと

して何があるのかというのを検討するという進め方がいいのかなと考えております。 

あと、田辺委員から、どの程度省エネが必要なのかというところで、基礎的な需要がどれ

ぐらい増えていく、下がっていくというのと、あと、おのおの、その中で省エネがどれぐら

い必要なのかに関しまして、私の説明資料のスライド 11 のところに、基礎的なものと、あ

と省エネがどれぐらい進むのかというのを書かせていただきましたので、そちらをご参照

いただければなと思います。 

あと、寺澤委員がおっしゃったことは、まさにそのとおりかなと思いまして、全体で見て

いく必要があるというのと、当然、再エネは増えていきますので、単純なＬＣＯＥの比較だ

けではなくて、統合費用を考えるというのはそうかなと。また、その統合費用を下げていく

ために、需要サイドのＤＲとか、どれが必要なのかというのも検討に十分値するのかなと

我々も思っております。 

最後、村上委員から頂戴した質問で、再エネのシェアというのが足元 20％で、我々のと

ころで５割から６割にとどまっているということだけれども、これはどういうことかとい

うことかなと思っておりまして、ペロブスカイトに関しましては、実は中に盛り込んでおり

ません。ただ、我々、実はペロブスカイトというのは日本全国でどれぐらいポテンシャルが

あるのかというのは、実は評価自体をやっているのでモデルに組み込んでいないというの
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が現状でございます。ペロブスカイトに関しましては、ある意味、南面、東面、西面という

ことでピークが違うというのと、それによって、ある意味ピークの違いが非常に、全体から

見て費用というのが低減していく可能性があるんじゃないかとか、あと、こういった都心部、

ビルがいっぱいあるところ、当然、屋根に置いているだけでは十分な再エネ供給、自給率

100％は非常に難しいわけでございますので、壁面を設けることによって、系統とかの整備

というのはかなり軽減される可能性があるというふうに思っている状況でございまして、

まだ十分な検討がモデルの中でできていないということがありますので、現在、そういうこ

ともできるように進めております。また我々のほうで結果が出ましたら、公表できればなと

思っております。 

ご質問ありがとうございました。 

○隅分科会長 

ありがとうございました。 

それでは、エネ研の松尾様、お願いいたします。 

○日本エネルギー経済研究所松尾特別主幹研究員・立命館アジア太平洋大学教授 

松尾です。 

まず、電力コスト等についてなんですが、限界費用と平均費用があると思っています。限

界費用については、我々が今回示しておりますのは最適解なので、最適解でも当然、海外に

比べれば高いんですが、限界費用がむちゃくちゃ上がるということは、極端なシナリオにし

ない限りはないかなというふうに思っています。ただ、平均費用的なところで、やっぱり日

本では海外に比べると太陽光・風力のコストが高いということで、これはコストワーキング

の守備範囲ですが、やはり少なくとも再エネが何十％入ってくる中で、再エネ、太陽光・風

力のコストが高いと当然平均費用は高くなりますので、海外との競争ということを考えて

も、やはり太陽光・風力のコストをいかに下げていくかということは重要な課題であるとい

うふうに認識しています。 

それから、どのシナリオの蓋然性が高いかというご質問をいただいたかと思いますが、や

はり何もしないと、例えば再エネのポテンシャル小とか、例えば水素で言うと、国の目標は

非常にやっぱり野心的でして、我々、普通に積み上げると高価格ぐらいになってしまうとい

うところがあって、そこをさらに低価格まで下げていくというのはかなりの努力が必要か

なというふうに思っています。再エネのポテンシャルでも、例えば営農型太陽光みたいなも

のをどんどん入れていくとか、そういったことがポテンシャル大のほうでは必要になって

くるかなというふうに思っています。 

それから、省エネについてですけれども、どの程度必要かはなかなか難しいところなんで

す。ちょっと言い訳みたいになるんですが、基本的には一般論として、こういう最適化のモ

デル分析をすると、ＣＯ２で制約をかけますので、そうすると、電化をすれば、そこは電力

を脱炭素化すればＣＯ２にならないので、省エネのインセンティブが働きにくいところはモ

デルの特性上あるというふうに思っています。したがって、こういったモデルで出されるよ
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りも、さらに、実際には、やはり省エネがもっとあってしかるべきだと思っていますので、

それはそういうふうに見ていただくのがよいかなと思っています。 

それから、自家発電につきましては、基本的にこれは、エネルギーバランス表上で自家発

電は最終消費に入らずに、エネルギー転換部門の中に入るかなというふうに思っています。 

それから、原子力については、先ほどスライドで示しましたが、基本的に、2030 年前後

に幾つかのプラントを除き再稼働して、しかもカウントストップを考えると 2050 年、これ

ぐらい残るというふうに考えて置いています。それが楽観的かと言われると、何ともコメン

トしようがないんですが、そういうふうに置いているということと、それから新増設という

ことが今後あり得るかもしれません。それはちょっと今回置いていませんので、また別途の

議論になるかなというふうに思っています。 

それから、再エネのポテンシャルですが、これも秋元さんと同じお答えになるんですが、

ポテンシャル自体は非常にたくさんありまして、先ほど申しましたとおり、例えば風況が良

いところと悪いところとあるので、風況が良いところから入っていくと。そうすると、だん

だんコストが上がってくる、導入が進むにつれてコストが上がってくる、それから統合費用

もかかってくるということで、そういったところで、最適な電源構成では再エネばっかりに

はなっていない状況です。 

ただ、これも先ほど申し上げましたが、50～60％という数字は、これは確定的なものでは

必ずしもなくて、前提条件に非常に強く依存しますので、多分、35 ではなかろうとか、95

ではなかろうとか、そこまでは分かるんですが、じゃあ、50 なのか 70 なのかというところ

は、やはり確定的なものではないので、それはモデルの特性上、そういうふうなものだと見

ていただくのがよろしいかと思います。 

以上です。 

○隅分科会長 

 ありがとうございました。 

それでは、最後にマッキンゼーの和田様、お願いいたします。 

○マッキンゼー・アンド・カンパニー・インコーポレイテッド・ジャパン和田アソシエイト・

パートナー 

まず澤田委員からのご質問の電力コストでございますけれども、外国のほうのコスト、

我々のほうの平均費用で見ているのが、ちょっと比較にしかならないんですけれども、今と

比べて再エネのＣＡＰＥＸは下がっていく分、系統絶族費用が上がっていく結果平均費用

は、大体同じぐらいで推移するというふうに見ています。そうすると、今、日本が高い分、

この差異は変わらずということかと思っていますので、やはり日本のコストが高く見えて

くるというところかなというふうに思ってございます。 

小堀委員のシナリオの蓋然性、我々としてもこれが一番高いというのはちょっと控えた

いかなというふうに思うんですけれども、上振れ変動リスクのところで一つ申し上げたい

なと思っているのが、やはり水素とかＣＣＳという新技術、投資が進むとコストが下がって
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もっと進むという、その循環があると思うんですけれども、ここ数年間でいかにその最初の

積み上げができるかというのが一つ注目ポイントかなというふうに思っていまして、我々

の毎年出している、昨年の全世界のグローバル需給のモデルに比べると、今年、水素の投資

の部分というのが、少しＦＩＤが進んでいないというのが見えていますので、結構保守的に

修正しているという部分もございますので、この辺り、どこまで今、この数年間で進むかと

いうのは一つポイントとしてあるかなというふうに思ってございます。 

田辺委員ご質問の省エネ、こちらについても、我々、はっきりと数字が出しづらいんです

けれども、2040 年のＧＤＰ、そこまで横ばいで見ている中で、エネルギー需要は 10％ぐら

い減っています。大体それぐらいが省エネかなと、ざっくりとお答えすると、そんなイメー

ジかなというふうに思っています。 

エネルギー需要の産業カテゴリーの割合、10 ページに示しているとおりかなというふう

に思っていますというところと、自家発は供給側に含めて分析を行ってございます。 

村上委員のご質問の平均費用は我々のほうも資料に載せておりまして、次の水素とＣＣ

Ｓの実現可能性ですけれども、これはやはり技術によって全然、水素・ＣＣＳもユースケー

スが全然違うので、そこはちょっと個別に見る必要があるかなというふうに思っています。

我々の場合は結構アグレッシブにやるべきかなと見ていまして、製鉄での水素の利用とい

うのも、2040 年の断面でも含めて、ある意味これがないと排出削減が目標に行かないとい

うのも含めながら入れているというふうな状況になっています。 

原子力は、ほかの皆さん同様、前提として外生的に与えているふうなものになっていまし

て、最後、ご質問のペロブスカイト、浮体式、若干シナリオによって違うんですけど、いず

れもポテンシャルとして入れているようなものになってございます。 

以上になります。 

○隅分科会長 

和田様、ありがとうございました。 

それでは、まだご質問されていない委員の方がおられますので、その委員の方の質問時間

に入らせていただきます。ご発言は、可能な限り手短に、よろしくお願いをいたします。 

それでは、武田委員、お願いいたします。 

○武田委員 

事務局の皆様、各機関のプレゼンターの皆様、本日は大変丁寧なご説明をありがとうござ

いました。 

冒頭のエネルギー基本計画についての基本的な考え方ですが、事務局資料の２ページに

ございますとおり、様々な不確実性が存在することを念頭に、エネルギー需給について複数

のシナリオを用いた幅のある内容とすることに同意いたします。その上で、骨子で書かれて

いましたⅡ章が、前回のエネルギー基本計画と今回の基本計画の大きな背景の違いになる

と思います。５点とも大変重要と思いますが、特に、五つ目に書かれておりますＤＸやＧＸ

などの進展に伴う電力需要の増加の可能性について、先ほど議論がございましたとおり、Ａ
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Ｉやデータセンター等による需要の増加と、半導体技術の開発等による電力効率の向上等

と両面あると思います。需要見通しにおいても、その技術の活用や進展度合いにより、増え

る側と抑制する側の双方において幅があると見ております。 

また、ＲＩＴＥの秋元様から、ＧＤＰの想定について、成長実現シナリオ、つまり内閣府の

高いシナリオを置いているとのご説明がございましたが、人口減が進む中で、仮に成長実現

シナリオが前提となるならば、労働力が下がる中で高成長が実現するということは、生産性

の大幅上昇が起きるというシナリオになります。生産性の上昇は、先ほど澤田委員からもご

ざいましたように、ＤＸが相当進んでいないと実現は難しいと思いますが、ＡＩの普及によ

るＩＣＴセクターにおける電力需要と、整合的かどうかという点も考慮が必要と思います。 

 各機関の皆様への質問として、前提にある成長と、そのもとでのＩＣＴセクターにおける

電力需要、省エネ型のＡＩ活用や半導体技術の開発による電力効率をどこまでシナリオで

置かれているのか、追加で補足等がございましたら、この点のシナリオと前提についてお話

をいただければと思います。 

 以上です。 

○隅分科会長 

 武田委員、ありがとうございました。 

 それでは山内委員、お願いいたします。 

○山内委員 

 このモデルシミュレーションについては、昨日見せていただいて見ただけなので、全部理

解できているとは言えないので、もし誤解があったら申し訳ないんですけど、最初に謝って

おきますけど。 

 それで、事務局のシナリオ分析についてという資料で、何をこう、このモデルが重要かと

いうことを自分なりの感想で言うと、例えば社会全体フレームがあって、経済のフレームが

あって、その中にまたエネルギーがあって、それがこれからどういうふうに変わっていくの

かということをシミュレートする。 

 そのときに非常に重要なのは、複数シナリオのところで、いろいろ技術革新とかなんとか

というのと、それから産業構造が変わっていくという、それをうまく表現できるかどうかと、

そういうことだと思うんですよね。 

 その意味で言うと、私は経済学なので全部は分からないですけど、経済学で言うと、一般

均衡モデルみたいなものを作って、どなたかの資料にありましたけども、一般均衡モデルを

作って、それでシミュレーションするんだろうなというふうに思いました。そのときに、要

するに、このモデルとして優劣をつけるわけじゃないですけど、どういうことかというと、

そういう変動、変化をどういう形でそのモデルの中に組み込んで、それがうまくシミュレー

トされているかというところを確認する必要があるんだろうなというふうに思っています。 

 それで、ただ、これはさっきどなたかおっしゃっていましたけど、同額的に見ないと多分

出ないので、同額のモデルを、解を出すというのは結構難しいので大変だなと思いますけど
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も、でも今日、出されたので、それはよいかなと思うんですけど。 

 一つだけ質問があるとすると、その一番分かりやすい例が、ＩＧＥＳさんの資料の９ペー

ジのところに、経済構造想定というのがあって、ＩＧＥＳのモデルって、この経済想定につ

いては産業連関分析をやっているんですね。産業連関分析で、投入係数はいろいろ変わって

いくので、構造が変わるとき、投入係数も変わるんだと、これは産業連関分析、当然なんで

すけど、どんなふうにされているのかという。ここに書いてあるのは、調整してとか、統合

何とか、そういう書き方だったんですけど、一つの例としては、これがさっきの構造変化み

たいなものをモデル化している例になるわけですけど、多分これ、産業連関表だけど、ほか

の人は、ほかのモデルは一般均衡で関数形を使っていると思うんですけど、一番分かりやす

いので言うと、例えばこれについてはどんなふうに調整しているのかというのを教えてい

ただけるとありがたいというふうに思います。 

○隅分科会長 

 山内委員、ありがとうございました。 

 それでは、高村委員、お願いいたします。 

○高村委員 

 ありがとうございます。事務局の冒頭の資料にもありますけれども、今回シナリオ分析を

こういう形で示していただいたのは大変貴重だと思っています。やはり、30 年、40 年時限、

30 年超 40 年時限を伴うについて考えていくときに、需要にしても技術の見通しにしても、

やはり一定の不確実性を避けられないということ。それから、国として、50 年カーボンニ

ュートラル 1.5℃目標という一つの大きな上位目標を持っている中で、それをどういうふう

に解を出していくかという意味で重要な作業だというふうに思っております。 

 同時に、モデルの皆様から指摘もありましたけど、やはり一定の想定を置いた将来予測な

ので、これが決まって一義的な未来を示しているのではないというのは共通してご指摘が

あった点だと思います。これは多分、社会的コミュニケーションとして非常に重要だという

ふうに思っております。 

 多くの質問、既にほかの委員からご指摘をいただいたので、コメントが中心ですけれども、

一つはエネルギー需要、あるいは電力需要について田辺委員からご指摘があったところで

あります。電力需要については、データセンターあるいはデジタル化の進展が上げ要因だけ

れども、その程度には幅がある。これはここでの議論でもありました。 

 同時に、電化の進展が、電力需要の非常に大きな重要な要因の一つであるというところも

共通していたように思います。他方で、一次エネルギー消費は減少するという、これも共通

した特徴だったように思います。 

 二つ目の点は、エネルギー、山内先生がおっしゃった点も近いかなと思って聞いていまし

たけれども、エネルギー転換と脱炭素化に伴う便益をそれぞれのモデルの中でどう表現さ

れているのか、あるいはモデルの制約からできないのかという点が一つお尋ねしたいとこ

ろです。 
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 一つの指摘がありましたように、気候変動の影響の回避という炭素の社会的費用の観点

はもちろんあります。それを盛り込んでいる、盛り込んでいないというのは、先ほど議論が

モデル屋さんの間でもありましたけれども、ほかに、例えばＧＸの文脈で言っても、自給率、

これはそれぞれのモデルのところで一定示されたと思います。 

 それからエネルギーコスト、これは澤田委員がおっしゃった点で、村上委員もご指摘にな

りましたが、限界削減費用の形で示されていますけれども、追加的にＣＯ２を１ｔ減らすと

きに幾らかかるかというよりは、国民の負担として、電力あるいはエネルギーにどれだけ払

うのか、あるいはその払うことを回避できるのかということを示していくということは重

要かなというふうに思っております。 

 山内先生がおっしゃった点というのは、産業連関表で実際に輸入化石燃料を、地域で例え

ばクリーンエネルギーが入っていったときに、それによって、どれだけ地域にそこへの投資、

経済効果が残るのかという分析がされているモデルがあると思うんですけれども、これは

ナショナルなレベルでも、輸入化石燃料依存が対外支払いを抑える、あるいは国内にお金を

残す、あるいは海外市場獲得の経済効果、秋元さん、ＲＩＴＥのモデルでもご指摘いただい

ていますけれども、ＧＸに資するエネルギー政策という観点からは、こうしたプラスの効果

ということをしっかり見せることが必要だと思っていまして、この点について、もしモデル

のほうから、私、見落としていたところもあるかと思いますが、こういうことが可能である

という点、あるいはこういう分析をしているという点があれば教えていただければという

ふうに思っております。 

 すみません、あと二つほどですが。 

○隅分科会長 

 すみません、時間がちょっと押し迫っていますので、簡潔にお願いいたします。 

○高村委員 

 はい、申し訳ありません。 

 一つは、今の文脈で、既存の技術の導入を先駆けて行うことで排出経路が下振れすると、

ＩＧＥＳさんの早期削減シナリオがそうだと思うんですが、これは気候変動対策の観点も

さることながら、先ほど言いましたプラスの便益があるとすると、いかに、例えば海外市場

獲得の経済効果なんかはそうですけれども、感度分析でおやりになるのか、新たなシナリオ

でおやりになるのかというのがあるんですけど、もし何かこれについても追加であれば教

えていただきたいというふうに思います。 

 最後というのは、これは事務局へのご質問でして、これも山内先生がおっしゃった点に重

なっているかもしれませんが、先ほど申し上げたように、なかなかエネルギーミックスにつ

いて、従来の積み上げ型では作りにくい次元の議論をしていると思っております。今回、シ

ナリオ分析は非常に重要だと思うんですが、これをどうエネルギーミックスに反映といい

ましょうか、転換していくのかという、ここの難しさも同時に、モデルの様々な特徴、限界

も踏まえて感じているものですから、事務局から今の段階でのお考えについてお尋ねでき
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ればと思います。 

 以上です。 

○隅分科会長 

 ありがとうございます。 

 それでは続きまして、オンラインご参加の河野委員、お願いいたします。 

○河野委員 

 河野でございます。シナリオ分析と、次期エネ基の骨格（案）に関して、それぞれ簡単に

意見を申し上げたいと思います。 

 まずシナリオ分析に関してですが、各機関からのご説明ありがとうございました。2050 年

カーボンニュートラルは、まだ誰も経験したことがなく、先の長い道のりであり、科学的・

技術的要素だけではなくて、経済的・政治的な利害が生じることなど、常に不確実性が伴う

ことを考えると、皆様からプレゼンしていただきました複数のシナリオ分析に基づいた各

種プランを用意して状況変化に対応する必要があるということは理解できました。 

 将来シナリオを伺いますと、必ずしも悲観的になることはなく、適切に政策を進めていけ

ばＮＤＣはクリアできるという見通しも示されたところですけれども、シナリオの正否と

いうのは、技術革新もさることながら、変化に対する社会の受容度とそれに伴う社会変容が

キーワードであるというメッセージを、いち国民として私は受け取りました。改めて、手持

ちのリソースと時間軸、財源、技術革新、それから政策等をうまく組み合わせて、トレード

オンの考え方で解決策を探っていくことが重要だというふうに受け止めました。 

 ２点目ですけれども、次期エネ基の骨格の６番目に書いてくださっています国民各層と

のコミュニケーションに関してでございます。どのような精緻な政策を掲げたとしても、国

民がその目的を理解して、自分も計画の中で役割を与えられているという自覚を持てない

ようでは絵に描いた餅でしかありません。今回のエネ基でも、需要側の省エネ、非化石転換

として産業・業務・家庭・運輸部門に求められる取組が明記されますけれども、国民が計画

の蚊帳の外に置かれないように、策定後ではなく、計画策定と同時進行で適切に情報提供を

進めていただきたいと思っています。あわせて、言葉の意味を明確に示すべきかと思ってい

まして、カーボンニュートラル、ネットゼロは、必ずしも化石燃料を全否定している概念で

はなく、社会で正確に理解されているかどうか、そういったところにも、ぜひ情報提供の際

には留意してほしいと思います。 

また、イギリスのゼロエミッション車販売義務化ルールの見直しが報道されましたが、理

想だけが上滑りして現実が伴わないような提案というのは実行困難です。政策のみが先行

して、笛吹けど踊らずを回避しなければなりません。吹いた笛の音色をちゃんと理解して行

動変容につながるように、早期に社会や国民との相互コミュニケーションの場を設けてい

ただきたいと思っています。現在もエネ基に対して国民の声を募っていることは理解して

おりますけれども、双方向とはなっていない状況ですので、何らかの工夫が必要だというふ

うに思っております。 



48 

 質問ではございませんけれども、以上、所感を述べさせていただきました。ありがとうご

ざいます。 

○隅分科会長 

 河野委員、ありがとうございました。 

 それでは最後に、オンラインご参加の橋本委員、お願いいたします。 

○橋本委員 

 ありがとうございました。勉強になりました。 

 ２点だけです。要するに、今日分かったことは、現時点でシナリオを確定していくことは

現実的にはできないことだと思います。例えば、水素がどうなるかとについても、本当は世

界全体の水素の需要がどうなるかによって供給の量とかコストが決まってきます。こうい

うようなことも含めて、なかなか今それは組み込めないということだと思いますので、事務

局からのシナリオ分析についてという資料１もありますように、決め付けないということ

が一番大事だというふうに思います。 

 ２点目は、足元で、日本は排出量削減計画に対してオントラックで来たということである

んですけど、これは事務局の資料の５ページにも分析があるように、やっぱり日本経済の活

動量が落ちたというのが主な要因ですよね。これは製造業、建設業、景気が世界的に悪い、

それから中国の失速と、世界全体の需要の問題もありますけれども、電力コストが高い、あ

るいは円安で、いろんなエネルギー資源コストが高くなったことで、競争に負けて生産シェ

アを落としたということもあるわけです。この状況を脱さねばなりません。我が国が成長と

分配の好循環を回すのが第１。０番地として理解しなければならないのは、オントラックで

来たからこの線上でいけるというのは大きな、危険な誤りであるということです。また、日

本だけが無理して、この直線的な経路からさらに踏み込むというのは、それは意味があるの

かなと。世界の３％の排出量しかない日本が踏み込んだからといって、世界がみんな踏み込

むようになるということは到底考えられないということでありますので、日本の産業競争

力を失わないという大前提を外さないように、今後、議論していくことが大事かなというふ

うに思います。 

 以上、２点です。 

○隅分科会長 

 橋本委員、ありがとうございました。 

 それでは、本日ご欠席の杉本委員より意見書が出ておりますので、事務局から紹介しても

らいます。お願いします。 

○小高戦略企画室長 

 資料９でございます。 

 公務のため、本日の会議に出席できませんので、原子力立地地域の立場から、私がこれま

で本委員会や原子力小委員会で申し上げてきた特に重要な事項を中心に、改めて申し上げ

ます。 



49 

 １、原子力政策の明確化。 

 今回、各団体から様々な試算が提示されましたが、2050 年のエネルギーミックスにおけ

る原子力の割合は、2040 年よりも低下していくものの、一定の割合は維持されているとい

う試算が多いように思います。 

 2040 年代以降、原子力の設備容量が急速に減少していく中、国は、2040 年だけでなく、

2050 年のカーボンニュートラルが実現した社会を見据え、脱炭素電源である原子力の必要

な規模はどれくらいなのか、その規模をどのように確保していくのか、原子力の将来像をよ

り明らかにしていくことが重要です。これにより、事業者の安全確保に向けた投資や人材確

保が促進され、立地地域の安全につながると考えます。 

 また、既設炉、次世代革新炉を問わず、事業者が安全対策に十分な投資を行えるよう、国

が事業環境を整備することが重要と考えます。 

 さらに、次世代革新炉については、安全性がどのように高まっているのか、開発・建設を

どう具体化していくのか、国が責任を持って示す必要があると考えています。 

 ２、核燃料サイクル。 

 六ヶ所再処理工場の竣工遅れは、核燃料サイクルへの漠然とした不安をつのらせるだけ

でなく、敷地内の貯蔵プールが逼迫している全国の発電所の安定運転、電力の安定供給に影

響しかねない重大な問題です。 

 国においては、竣工に向けた進捗管理を事業者に任せるのではなく、国自ら厳しく管理し、

規制委員会も含めて、政府全体として責任を持って取り組む必要があります。 

 さらに、再処理工場の竣工後を見据えて、国全体の原子力発電所を安定して運転する観点

から、各発電所の稼働状況や貯蔵プールの状況などを踏まえて、使用済燃料の搬入について、

事業者の間の連携や調整に国が関与していくことが重要だと考えます。 

 こうした再処理工場への搬出を含む使用済燃料対策については、国は、単に事業者からの

報告を受けるにとどまらず、政策当事者として、それを着実に実行していくため、自らも責

任を持って取り組むべきだと考えます。 

 ３、クリアランス物のリサイクルの推進。 

 本県では、クリアランス推定物の集中処理を行う、我が国初の事業の検討を進めており、

これは円滑な廃止措置や資源の有効活用などに大きく貢献するものと考えています。 

 今後、全国で廃炉が本格化する中において、こうした先進的な取組も十分に踏まえつつ、

国は責任を持って、クリアランス処理を含む低レベル放射性廃棄物全体の処理・処分の最適

化を図る戦略を示すことが重要だと考えます。 

 ４、立地地域との共生。 

 原子力政策を進める上では、立地地域の理解と協力が不可欠であり、国や事業者は、原子

力基本法に基づいて、これまで以上に地域の振興や課題解決に向けた取組を強化していく

必要があります。 

 特に、能登半島地震を踏まえて、立地地域における避難道路の多重化・強靭化が強く求め
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られていますが、その整備は一向に進んでいません。 

 国は、全国の立地地域において避難道路の多重化・強靭化を積極的に進めていく方針を明

確に示すとともに、早期整備を図るための十分な財源措置を講じるべきです。その上で、原

子力の様々な課題の解決に先行的に取り組む地域においては、避難道路を特に優先的に整

備していくことを、次期エネルギー基本計画に明記すべきだと考えます。 

 ５、全国に先行して直面する課題への対策・実行 

 国は、こうした課題への対策について、次期エネルギー基本計画に反映するだけでなく、

国民に丁寧に説明し、確実に実行していくことが重要です。 

 福井県では、これらの課題をはじめ、再稼働や高経年化、廃炉の進展等に伴い、全国に先

行して原子力の様々な課題に直面しています。国は、こうした先行する課題への対策を具体

的な形にして国民への説明責任を果たし、着実に実行していくべきだと考えます。こうした

取組こそが全国の課題解決につながると思います。 

 以上でございます。 

○隅分科会長 

ありがとうございました。それでは、各機関の皆様には、先ほどの委員の方からのご質問

に対しましてご回答いただきたいんですけども、ちょっと時間が押しておりますので、誠に

申し訳ないんですけれど、１分半以内ぐらいで簡潔にお答えいただければと思います。恐れ

入ります。 

 それでは、国環研の日比野さんから。 

○国立環境研究所日比野研究連携コーディネーター 

 では、お答えいたします。ＡＩ、ＩＣＴの生産性の向上をどの程度見込んでいるのかとい

うところでありますけど、我々も内閣府の経済成長を 2033 年までは折り込んで、その後は

つながるものがなかったので、我々の想定ではあるのですけど、やっぱりその中でかなり効

率の改善というのは見込まないと、人口減の中でなかなか達成できない数字でありますの

で、ＩＣＴ分野の資本投資や電力需要の増加というのは見込んでいるところでございます。 

 ただ一方で、ＩＣＴによる電力需要の増加だけではなくて、ＩＣＴによる電力削減という

ところも社会変容と合わせて見ていく必要があろうかというところで、そういったシナリ

オも併せて書いているところでございます。 

 また、そういった社会変化について、我々もＣＧＥモデルを使っているところであります

ので、どういうふうに入れ込んでいるかと申しますと、高齢化やサービス化などを反映でき

るように、需要関数の係数を変えるとともに、投入係数はエネルギーや付加価値を対象に効

率改善や高付加価値化をパラメータとして想定して分析したところでございます。 

 国民負担を見せられるかというご意見がございましたけど、なかなか、にわかには難しい

ものだと思いますので、我々にとっての課題として、持ち帰らせていただきたいと思います。 

 以上です。 

○隅分科会長  
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ありがとうございました。 

 それでは、ＲＩＴＥの秋元様、お願いいたします。 

○地球環境産業技術研究機構秋元グループリーダー・主席研究員 

 まず、武田委員からのご質問ですけども、我々は一応、内閣府の成長実現シナリオを想定

していて、それは 2033 までですけれども、ただ、それ以降も１人当たりＧＤＰに関しては

同じ成長率が続くというふうに想定しています。それで、矛盾がない形でエネルギーシステ

ムは分析しているというふうに理解しています。ただ、それ以上の、１人当たりＧＤＰでは

なくて、ＧＤＰとして、人口が減るのにもっと成長するというシナリオを描こうとすると、

かなり無理はあるんですけども、暗黙的な想定としては、おっしゃられたようにＤＸで稼ぐ

と。そこは、エネルギー多消費なので、エネルギー、電力は上がるかもしれませんけど、そ

れに伴っていろいろ社会が変容して、変容というか、例えばシェアリング経済とかサーキュ

ラー経済も誘発するような感じの中で、エネルギー消費自体は下がるという可能性もあり

ますので、そういう全体像として矛盾のない世界観は描いていると思います。ただ、もっと

成長しようと思うと、ＤＸはとても重要だというふうに思いますし、我々としては、今回は

ご提示してないですけど、別の２年前ぐらいの研究会では、サーキュラー経済の分析という

のも出したことがございますので、そういったものも場合によってはご参考いただければ

というふうに思います。 

 続いて、高村委員からのご質問ですけども、若干もう既に回答済みではありますが、便益

の推計ということでございますが、自給率を例に挙げられました。それで、自給率自体は

我々のモデルからすぐ計算することはできるわけですけども、自給率といってもなかなか

私は難しいところがあると思っていまして、再エネ等でいくと、今は中国製がもうほとんど

ですし、蓄電池でもそういう状況なので、そういったものが大量に入っている世界が、本当

に自給率が高いというふうに言えるのかどうか、経済安全保障上どうなのかということも

ありますので、誤ったメッセージを出さないような指標が必要かというふうに思いますの

で、そういう視点で見る必要があると。 

 あと、電力コストやエネルギーシステムコストというのは、繰り返しですが、我々の資料

では出ていて、そこに関しては、回避できる費用も含めて、便益も含めて推計していますの

で、正味でのコストを出しているということでご理解いただければと思います。 

 ご回答し切れていないかもしれませんけども、以上とさせてください。ありがとうござい

ます。 

○隅分科会長 

 ありがとうございました。それではＩＧＥＳの栗山様、お願いいたします。 

○地球環境戦略研究機関栗山リサーチマネージャー 

 私からは、山内委員からのご質問について回答いたします。この産業連関分析のやり方で

ございますが、まずベースとしているのは、日本経済研究センター様が作成されている産業

連関分析を出発点にしております。こちらは既に、無形資産への投資でありますとかＤＸの
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進展によって産業構造が変わっていくといったものを日経センターさんのほうで出されて

おります。これは、日経センターさんの中でも会員企業の様々な方からインプットをもらっ

た上で投入係数を設定してできたものだというふうに伺っておりまして、我々もその作成

者と密にコミュニケーションを取りながら、やり方というのを教えてもらいながら、この分

析に着手している点でございます。 

 その上で、我々のシナリオで表現するために、追加的に投入係数を修正するという作業を

行っております。我々の作業をさらに、日経センター様を含む専門家の方に見ていただいて、

これがＤＸによって産業構造が変化していく連関表だということを定めた上で、活動量等

を入れて、分析に入れているというような手順でございます。 

 そういった意味で、この部分も、幅広い意味ではステークホルダーとの対話的プロセス、

あるいは反復的プロセスの一環として表現できるのではないかと考えております。 

 私からは以上です。 

○隅分科会長 

 ありがとうございました。それでは、デロイトの濵﨑様。 

○デロイトトーマツコンサルティング濵﨑マネージングディレクター 

 ご質問ありがとうございます。十分に説明できていないところがございましたので、武田

委員のご質問に対して付け加えさせていただければなと思います。 

 ＩＣＴによる電力需要に関しましては、データセンター及び半導体工場による電力需要

の増加に関しましてはスライド 11 のほうに前提として書かせていただいているのでご参照

いただければなと思います。ただ実際、ＤＸ等々が進むことによって、当然高効率化してい

くということですけども、それに関しては十分ここでは考慮していないということで、上振

れする部分のみを考慮しているということです。 

 以上です。 

○隅分科会長 

 濵﨑様、ありがとうございました。それではエネ研の松尾様、お願いいたします。 

○日本エネルギー経済研究所松尾特別主幹研究員・立命館アジア太平洋大学教授 

 松尾です。ＩＣＴについては我々も想定を置いていますが、これはやはり非常に不確実な

ので、やっぱり今後さらに検証していく必要があるという、その不確実性が大きいところと

いうのは認識する必要があると思います。 

 ほかについては、ほかの委員とかぶると思いますので省略します。 

 以上です。 

○隅分科会長 

 ありがとうございました。それでは和田様、お願いいたします。 

○マッキンゼー・アンド・カンパニー・インコーポレイテッド・ジャパン和田アソシエイト・

パートナー 

 武田委員のご質問で、マクロフレームの部分につきましては、ＧＤＰ、グローバル全体の
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モデルを使っていますので、日本のというよりは、グローバルなものを出しているオックス

フォード・エコノミクスのものを使っておりまして、大体、人口が減っていくのと、生産性

向上で相殺されるレベルで、ほぼ横ばいというふうなイメージで見ております。 

 デジタルのほうの電力需要ですけれども、データセンターを主にご説明しますけれども、

直近 10 年ぐらいは、もう既にＴＳＭＣの半導体のキャパとかは結構上限が決まっているの

で、その間積み上げで実際ここまで行きますというのを見た上で想定を置いています。そこ

から先は、ＧＤＰに合わせて伸ばしていくというところと、あとは、その効率化の部分につ

きましては、技術革新で冷房の効率化とかを見込んで個別に置いていますので、双方、割と

細かく見ているところかなというふうに思っています。 

 高村委員の便益のほうで、我々もぜひそういったモデルができればいいなと思います。や

はり、この経済成長と含めて本当は最適化することができるといいかなと思いつつ、なかな

か我々はまだそこまで至っていないというようなイメージかなと思っています。 

 以上です。 

○隅分科会長 

 ありがとうございました。 

 それではここから、事務局から手短に、コメントがありましたらお願いいたします。 

○畠山資源エネルギー庁次長 

 高村委員から、これをどうエネ基、エネルギーミックスに生かしていくのかと、こういう

ことがありました。それで、正直、積み上げでやるのはあまり現実的じゃないというふうに

思っておりまして、その意味で、今日ご紹介いただいたようなシナリオを踏まえて、それで、

そういうシナリオ分析を活用して、それでミックスを作っていくということかなというふ

うに思っておりまして、そこを最後どういうふうにするのかというのを、今まさに検討を行

っております。 

 以上でございます。 

○隅分科会長 

 ほかはよろしいですか。 

○畠山資源エネルギー庁次長 

 大丈夫です。 

○隅分科会長 

 どうもありがとうございました。冒頭あれでしたね、遠藤さん、エネ基のことで一言言い

たいけども後にしようかという、よろしいですか。 

○遠藤委員 

 いえいえ、私だけじゃなくて、質問だけをされた委員の方々もいらっしゃると思いますの

で、ちょっと今日、時間が全部詰め詰めだったのでご遠慮させていただいていたんですけれ

ども、どのようにすればよろしいでしょうか。 

○隅分科会長 
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 じゃあ、こうしましょう。追加で、今日言い足らなかったこと、多分おありでしょうから、

コメントがありましたら、簡単な意見書という形で事務局のほうにお出しいただけますで

しょうか。 

○遠藤委員 

 はい、承知しました。 

○隅分科会長 

 恐れ入ります。 

 今日は、各機関の皆様、お忙しい中プレゼンいただきまして、誠にありがとうございまし

た。今回、六つのシナリオ分析につき説明と議論をいただいたわけでございますけども、新

たなエネルギーや脱炭素技術、需要側の想定などによって、エネルギー構成には大きな幅が

あって、その不確実性が高いということが改めて今日は浮き彫りになったかなと思ってい

ます。 

 また、当然のことながら、アフォーダブルな価格でエネルギー供給ができるかによって、

これによって需要が大きく変わる結果も出ていたように思います。これは、安価なエネルギ

ーが供給できないことによって、国内産業が衰え、成長が阻害されるということにほかなら

ないわけでございまして、国民生活にも支障を来すことになるということだろうというふ

うにも見ております。 

 次期エネルギー基本計画では、脱炭素に向けた野心的なビジョンを掲げつつ、様々な不確

実性がある中でも経済成長を確保し、国民生活を守り抜くという現実も踏まえた計画を練

っていく必要がございます。今回は事務局から次期エネルギー基本計画の骨子が示されて

おりますけれども、次回には、エネ基の素案を提示してもらい論議を行いたいと、このよう

に思っております。 

 事務局には、本分科会をはじめ、調査会における論議を踏まえた素案を準備いただくとと

もに、委員の皆様におかれましては、非常にタイトなスケジュールとなっておりますし、ま

た何とか年内にという希望を持っておりますので、野心的かつ現実も踏まえました計画と

エネルギーミックスとなりますよう、活発かつ真摯な議論をお願いいたしたいと思います。 

 今日はちょっと、時間を 10 分ばかり超過してしまいました。本当に、長時間ありがとう

ございました。 

 

３．閉会 

 

○隅分科会長 

 よろしゅうございますか。 

 それでは、また次回の日程は、追ってご連絡を差し上げますので、よろしくお願いいたし

ます。本当に、今日は各機関の皆様ありがとうございました。 

 


